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効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

【H30成果目標】
①イベントブースへの平均来場者数：1,700
人
②映画撮影ロケ地誘致件数：1件
③視聴可能ネットワーク数：95局
④アンケートにおける来島希望者の割合
80％以上
⑤応援ツアー来島人数86名以上

目　標

①1,700人
②1件
③95局
④80％以上
⑤86名以上

実施

実施 実施

31年度

実施 実施

28年度 30年度

市町村名 石垣市

事業番号
・事業名

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

第３章－３－（２）－イ
1－① 観光誘客プロモーション事業

事業実施
（予定）年度

誘客イベント等の実施
5件

目　標

H29成果目標（指標）

15,284 19,276うち交付金充当額

担当部課名

目　標

 　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

A．計(b+d)

29年度

観光誘客PR業務

市場特性に対応した誘客活動の
展開

予
算
の
状
況

Ⅲ－１－（１）

(a)当初予算額

目　標

94.6%

実　績

目　標

3件

実　績 7％増

29年度

5件

26,710

25,701

97.1%

19,105

－ －

25,70119,670

9,783

19,670

－

7,583

19,670

17,740

－

▲ 1,0090

平成24～33年度

沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

5,492

企画部観光文化スポーツ局　観光文化課 沖縄振興基本方針
該当箇所

5,492 21,440

(b)予算現額

事業内容
観光需要の安定化を図るため、県外の主要都市などターゲットとなる対象に出向き石垣島観光の魅力を対面プロモーションで紹介するほか、メ
ディア媒体等を活用したPRや誘客イベントを開催する。

実施方法

27年度 28年度　25年度 26年度

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

予算の状況の説明

(c)増減額(b-a)

成果目標
（指標）

及び進捗状況

基準値
（　年度）

活動目標
（指標）

及び達成状況

・マリンダイビングフェアー2017に出展し、パンフレットやカレンダーの配布、抽選会などでダイビングリゾート石垣をPRした。
・メディア媒体を活用した観光情報の発信、観光関連団体への活動支援、国内外ターゲット地域でのイベントの実施や観光イベントへの
出展、観光PR用映像コンテンツの制作などを実施した。

H29活動目標（指標）

ダイビング誘客PR業務

3件

進
捗
状
況
説
明

29年度

実　績

達
成
状
況
説
明

12%増

実　績

・台風の襲来も少なく天候に恵まれたこともあり、7月、8月ピーク時の伸びが前年比約24%の増となった。クルーズ船の就航回数も増えて
おり、海路の観光入域客数も前年比38.9%増となっている。
・毎年実施しているイベントに加え、市制施行70周年記念事業のイベントが開催された。

実施

B．執行済額

▲ 3,700

7,583 5,492 17,740

0▲ 2,200

(d)繰越額 －

24,09616,779

0 0 0 0

13,318

6,562 4,910

0

4,523 3,927

次年度繰越額

入域観光客数前年度比△10%～10%維持

30年度

執行率（％）(B/A) 86.5% 89.4% 93.8%

達成状況

減額は、フィルムオフィス業務委託やスペシャルナイター業務委託等の精算によるものである。
不用額は、事業計画の見直しにより発地PR事業の実施を一部取りやめたことによるものである。

目標値
（30年度）

28年度

実施 実施

10%増10％増



24,096 19,276 4,820

○随意契約であるが、業務内容に応じて選定された事業者
であり適切である。
○不用額は事業計画の見直しによるものであり、予算規模
は適切であったと考えている。
○費目・使途は事業目的に即し、必要最小限及び効果的に
執行している。

評価に関する説明

024,096

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

評価

○

○

－

○

点　検　項　目

支出先の選定方法は妥当か。

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

総事業費

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・台風の襲来も比較的少なく、夏季ピーク時の観光入域客数が特に伸びたこ
とが目標を達成できた要因である。
・市制施行70周年となったため、記念イベントを開催したことが目標を達成で
きた要因である。

・受入の良さがリピーターに繋がり、また口コミにより新たな誘客に繋がること
から、受入基盤の強化とPR事業のバランスの取れた施策の展開を図る。
・受入キャパシティの問題など、量から質への転換も考慮に入れた誘客PRを
図る。

今後の取り組み方針

定期便の就航地を含め、本市とゆかりのある地域などターゲットを絞り、イベントや物産展以外にも趣向を凝らした様々な手法を取り入れたPRを展開していく。ま
た、認知度向上のためのPRツールの作成や情報拡散方法の研究、ハード、ソフト両面での受入基盤強化が、口コミによる更なる誘客に繋がる観点から、受入と
PRのバランスの取れた施策を展開していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

石垣市 

24,096千円 

旅費 
993千円 

県外1人×2件 

国外1人×1件、4人×1件 

委託料 

23,087千円 

八重山ダイビング協会 
972千円 

 ダイビング誘客業務委託 

有限会社石垣コミュニティーエフエム 
4,990千円 

 PR広報番組制作委託 

一般社団法人石垣市観光交流協会 
4,729千円 
1,154千円 
1,907千円 

石垣市スペシャルナイター業務委託 
フィルムオフィス 
発地プロモーション 

八重山ビジターズビューロー 
460千円  八重山観光感謝のつどいにおける石垣島PR

石垣市特産品振興協同組合 
118千円 

 石垣肉発送業務 

千葉ロッテマリーンズ 
1,620千円 

石垣肉キャンペーン告知 

星空ツーリズム株式会社 
2,138千円 

ダークスカイパーク認定申請業務 

報償費、通信運搬費、手数料 
事務費 

16千円 

一般社団法人石垣島クリエイティブフラッ
グ 

4,999千円 

海外向けプロモーション映像制作委託
業務 
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【H30成果目標】
①プロスポーツキャンプ及び大学等のス
ポーツクラブのキャンプ新規、継続誘致合
わせて5団体以上
②プロ野球キャンプ期間中を通して来場し
た観客数25,000人

目　標
①5団体以上
②25,000人

進
捗
状
況
説
明

・プロスポーツキャンプにおいては、千葉ロッテマリーンズの他、プロサッカーチーム横浜F・マリノスのキャンプ誘致に成功。また、陸上競
技においては、筑波大学陸上部や東海大学陸上競技部などの合宿誘致を行うことができた。
・プロ野球キャンプ期間中に警備員を適切に配置したこと等により、安全な運営ができた。
・来場者数については、千葉ロッテ本拠地でのＰＲ活動などにより、目標を大きく上回る12％増となった。
・新たなスポーツイベントとして開催した鷲ぬ鳥グラウンド・ゴルフ全国大会をはじめ、4大会を開催することができた。

実　績 4大会
スポーツイベント等の開催数

目　標 5大会以上

実　績 11％増 12％増

プロ野球キャンプ期間中を通した来場者数
の対前年度比増

目　標 3%増 3％増

配置

実　績 配置 配置

5団体 5団体 5団体

警備員の配置、プレハブ等施設の設置撤
去

目　標 配置

29年度
目標値

（30年度）

プロスポーツキャンプ及び大学等のスポー
ツクラブのキャンプ新規、継続誘致

目　標 3団体以上 3団体以上 3団体以上

実　績

実施 実施

達
成
状
況
説
明

・新たにグラウンドゴルフやＪＩチームのキャンプを誘致したことなどにより、スポーツツーリズムの推進が図られた。
・関東地区1ヵ所、東北1ヵ所、海外3ヵ所において、各種スポーツ団体へ誘致活動及びスポーツイベントのPR活動を行った。
・受入体制強化については、プロ野球キャンプ期間中の来場者や選手等の安全性と快適性を図るため、キャンプ中における見学者の誘
導及び飛球対策に係る警備員の配置を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度

実施

受入環境整備及び受入体制強化
目　標 実施 実施 実施 実施

実　績 実施 実施

スポーツキャンプ、合宿、大会等の誘致活
動

目　標 実施

実　績

目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明 不用額は、2月のプロ野球キャンプに係る委託料が当初想定を下回ったこと等によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

スポーツツーリズムの推進

執行率（％）(B/A) 82.0% 80.6% 30.1% 66.0% 61.0%

次年度繰越額 0 0 35,252 － 0

うち交付金充当額 2,537 10,325 12,161 18,621 10,459

B．執行済額 3,171 12,907 15,202 23,278 13,075

A．計(b+d) 3,865 16,015 50,454 35,252 21,418

(d)繰越額 － － － 35,252 －

16,015 50,454 － 21,418

(c)増減額(b-a) ▲ 324 0 27,000 － 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 4,189 16,015 23,454 － 21,418

(b)予算現額 3,865

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

26年度 27年度 28年度 28年度（繰越）

企画部観光文化スポーツ局
スポーツ交流課

事業実施
（予定）年度

平成24～33年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）

事業内容
スポーツツーリズムを推進し離島振興につなげるため、島内のスポーツイベント等の活性化及び国際大会、プロスポーツキャンプ、体育系教育
機関の合宿等の誘致を目的に営業活動を実施する。また、受入環境整備及び受入・歓迎態勢強化のため、選手等への快適な環境づくりと、歓
迎装飾やキャンプとタイアップしたイベント等の賑わい創出により地域活性化へつなげる。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－② スポーツ！ウェルカム！石垣島！事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（１）－イ

「スポーツアイランド沖縄」の形
成

担当部課名



支出先の選定方法は妥当か。
○支出先の選定方法については、本業務の性質及び市業
者の現状から実績があり、より安価な業者との随意契約であ
り、妥当であった。
○予算規模について、事業内容に見合った規模となっており
適正である。
○補助対象は、旅費や宿泊費の一部に限定しており、自己
負担もあるため妥当である。
○費目・使途事業目的達成の観点から必要なものであり、額
の確定時においても支出等に関する書類により確認し適正
であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

㈱エイト・マネジメント
1,453千円

総合案内所及び賑わい創出事業委託

補助金
685千円

鷲ぬ鳥グラウンド・ゴルフ全国大会実
行委員会　685千円

旅費等

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○

八重山ビル管理㈱
1,390千円

警備誘導案内業務委託①

㈲海邦ビル管理
1,597千円

警備誘導案内業務委託②

㈲八拳警備保障
1,798千円

警備誘導案内業務委託③

東洋グリーン㈱
1,944千円

寒地型芝生整備委託業務

8823堂　米盛　愛
291千円

製作物デザイン委託業務

㈱米盛建設工業
324千円

仮設ブルペン防護ネット運営・撤去業務委
託

石垣鋼材㈱
142千円

足場賃借

委託料
9,369千円

石垣島クリエイティブフラッグ
498千円

PR映像素材作成業務委託

ウィズ中道次郎
71千円

WEBサイト更新変更業務委託

事務費
933千円

報償費、需要費、役務費

使用料及び賃借料
604千円

町田機工㈱
461千円

プレハブ賃借

13,075 13,075 10,459 2,616 0

石垣市
13,075千円

旅費
1,484千円

関東1件、東北1件、台湾2件、香港1件、県内11件

今後の取り組み方針

・プロスポーツ等の継続誘致及び新規誘致に向けて、引き続き誘致活動に重点的に取り組む。
・業者と早めに調整を行い、選手及びファンにとって快適なキャンプとなるよう取り組む。
・キャンプ期間中のイベント情報の早期発信に取り組み来場者の増加を図る。
・新規イベントの多方面への周知を強化し、より効果的な誘客に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・Ｊ1の横浜F・マリノスのキャンプ誘致に成功し、新たな観光客誘致を行うこと
ができた。
・警備員の配置については、天候やスケジュール変更などにより急な対応を
求められることがある。
・プロ野球キャンプ期間中の来場者数は毎年増加傾向にある。
・鷲ぬ鳥グラウンドゴルフ全国大会を開催し、高齢者層に石垣島の魅力を伝
える機会を創出できた。

・スポーツキャンプ・合宿誘致業務に関しては、安定した誘致成功を収めてい
るため、引き続き誘致に取り組む。
・警備員の配置については、早めのスケジュール確認や業者との調整が必
要である。
・プロ野球キャンプ期間中の来場者をさらに増やすため、キャンプ期間イベン
トの早期リリースに取り組む。
・新規イベントは、石垣島の魅力を多方面に周知できることから、引き続き開
催に取り組む。
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効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－③ 観光地受入基盤強化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の強化

担当部課名
企画部観光文化スポーツ局　観光文化課
総務部　税務課

事業実施
（予定）年度

平成24～33年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）

事業内容
観光地としての満足度を向上させリピーター層を増やすために、満足度の向上や観光プランドの構築等に取り組む。また、本市にゆかりのある
デザインの原付バイク等の「ご当地ナンバープレート」を交付する。

実施方法  　■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 30,396 63,840 34,279 33,627 50,732

(b)予算現額 77,973 77,731 34,279 46,749 50,557

(c)増減額(b-a) 47,577 13,891 0 13,122 ▲ 175

(d)繰越額 － － － － －

A．計(b+d) 77,973 77,731 34,279 46,749 50,557

B．執行済額 75,699 76,861 33,261 42,747 44,696

うち交付金充当額 60,559 61,488 25,366 34,197 35,756

88.4%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

文化観光コンテンツ推進業務

執行率（％）(B/A) 97.1% 98.9% 97% 91.4%

予算の状況の説明
減額は、ナンバープレート制作業務委託の精算によるものである。
不用額は、当初予定していた観光プラットホーム会議の業務委託を計画見直しにより今年度は実施しなかったことなど
によるものである。

H28活動目標（指標）
達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

石垣市観光プラットホーム会議の推進
目　標 実施 実施

実　績 未実施 未実施

星空資源広報業務
目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

目　標

実　績

実　績

30年度
目標値

（30年度）

実施 実施

実施

目　標 3,300人 4,100人

基準値
（　年度）

28年度 29年度

南の島の星まつり（1回）、とぅばらーま大会
（1回）、文化観光イベント（1回）

目　標

実　績 4,317人 4,478人
星空学びの部屋の来場者数

実　績 0回 0回

3回

活動目標
（指標）

及び達成状況 南の島の星まつり、とぅばらーま大会、文化
観光イベント補助（各1回）

目　標 実施 実施

実施
ご当地ナンバープレートの金型製作

達
成
状
況
説
明

・委員会4回、ワークショップを5回実施し、石垣市文化観光振興プランを作成した。
・石垣市観光プラットホーム会議については、会場や講師、参加者など各調整の中で日程の調整がつかず、開催が出来なかったため、
未達成となった。
・星を専門としたNPO法人に星空学びの部屋の運営を委託し、観光資源としての星空広報を実施した。
・音楽イベント島人カーニバルを7月に実施、南の島の星まつりを8月に実施、とぅばらーま大会を9月に実施した。
・ご当地ナンバープレートの金型制作業務の委託を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）

観光プラットホーム会議の開催
目　標 3回

3回 3回

実　績 3回 3回

ご当地ナンバープレートの金型製作
目　標 完了

実　績 完了

進
捗
状
況
説
明

・星空学びの部屋では、4D2U（国立天文台）4次元デジタル宇宙の上映による天体学習等を実施し、来場者数は昨年度より161名の増と
なった。
・観光プラットフォーム会議については講師や会場など日程の調整がつかず開催できなかった。
・南の島の星まつり、とぅばらーま大会など、年間を通した事業の実施を図ったほか、文化観光イベントは、本市出身のアーティストらが
一同に会した石垣市制施行７０周年記念事業として「島人カーニバル」を実施した。（2日間述べ参加者数16,000人）
・ご当地ナンバープレートが完成し、7月より交付を開始することが出来た。

【H30成果目標】
①星空学びの部屋の来場者数：4,300人
②南の島の星まつりの来場者数：9,000人
③クルーズ船寄港回数：117件以上

目　標
①4,300人
②9,000人
③117件以上



交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・観光客の利用者が増え、地元民が利用しにくい状況となっている。
・観光事業者に、いかに会議に参加することの有益性、意義を持たせること
ができるかが課題である。
・ライトダウンイベントが形骸化してきており、繁華街の事業者の協力が得ら
れていない状況である。
・ご当地ナンバープレートは、当初の予定通り、市制施行70周年にあたる7月
に交付を開始することができた。

・星空資源を観光コンテンツとしていくにあたり、市民の理解・協力を得られる
仕組みづくりを行う。
・観光関連団体や事業者等との意見交換や今後の観光施策の展開に繋げる
ため、観光プラットホーム会議については年度前半の早い時期での開催を行
う。
・ライトダウンイベントについては、星空は観光資源であることを周知し、事業
者への協力を要請していく。
・金型製作の業務委託を早期に行ったことが、予定通りの交付開始に繋がっ
た。

・星空資源広報業務については、星空資源の保全と活用の一環として事業を実施し、市民の理解・協力を得られる仕組みづくりに取り組む。
・観光プラットフォーム会議については、観光アドバイザーのスケジュールを早めに確保し、本市の観光の現状把握、今後の方向性について明示する。
・南の島の星まつりでのライトダウンイベントにおいて、特に市街地、繁華街の事業者に対する協力依頼を継続して行う。
・ご当地ナンバープレートについては、交付希望者が増えるように広報活動に取り組む。

今後の取り組み方針

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

46,124 44,696 35,756 8,940 1,428

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価に関する説明

○支出先の選定方法は、本業務の性質を考慮し、業務実施がある
業者への随意契約であり、妥当であった。
○観光プラットホーム会議が日程調整がつかず未開催となったが、
その他の事業に関しては概ね予定通り実施しており、予算規模は
適正であったと考える。
○補助金は交付要綱に沿って補助を行っており、妥当である。
○費目・使途は事業目的に即し、必要最小限及び効果的に執行し
ている。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

支出先の選定方法は妥当か。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

評価 点　検　項　目

○

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

石垣市 
46,124千円 

委託料 
20,857千円 

株式会社SHIMAN-CHU REPBLIC  クルーズ客船観光案内所運営業務、

報酬、共済費、賃金、報償費、消耗品費、印
刷製本費、広告費、備品購入費 

事務費 
2,419千円 

ＮＰＯ法人八重山星の会 
2,987千円 

 星空資源広報事業委託 

（一社）石垣市観光交流協会   石垣市インターンシップ受入推進事業 

株式会社ロフト 
300千円 

 石垣島PR催事「ISHIGAKI 

一般社団法人石垣島クリエイティブフラッグ 
497千円 

 観光パンフレット「Chura★I」改訂委託
業務 

補助金 
19,199千円 

南の島の星まつり実行委員会 
1,699千円 

 開催に係る経費の補助 

とぅばらーま大会実行委員会 
2,500千円 

 開催に係る経費の補助 

八重山タクシー事業協同組合  クルーズ客船観光案内所運営業務 

一般社団法人クリエイティブクラスター 
3,592千円 

 石垣市文化観光振興プラン策定委託
業務 

株式会社イチグスクモード 
349千円  石垣空港開港5周年記念PRチラシ制

沖縄バスケットボール(株) 
2,000千円 

 石垣空港開港5周年記念情報発信業

南山舎株式会社 
1,242千円 

 石垣島観光ガイドブック改訂増刷業務 

㈱ネオマーケティング 
石垣マーケティングラボ 

 インバウンド現地調査業務 

旅費 
2,219千円 

県外計4都市のべ21人派遣 

島人カーニバル実行委員会 
15,000千円 

 開催に係る経費の補助 

巣守金属工業㈱ 
460千円 

 石垣市原動機付自転車等オリジナル



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
利便性が確保されたか（80％以上）を含
め、当該事業のあり方をアンケートで検証

目　標 80％以上

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－④ 南ぬ島空港観光案内所運営事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－（ウ）

観光客受入体制の整備

担当部課名 企画部観光文化スポーツ局観光文化課
事業実施

（予定）年度
平成25～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 本市の玄関口となる新石垣空港ターミナル内において、国内外からの旅行客を対象にした観光案内サービスを実施する。

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

9,100 9,100 9,100

(d)繰越額

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 6,600 9,100 9,100 9,100 9,100

(b)予算現額 6,600 8,600

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 ▲ 500

－ － － － －

A．計(b+d) 6,600 9,100 9,100 9,100 8,600

B．執行済額 4,579 7,644 7,515 8,257 6,320

うち交付金充当額 3,663 6,115 6,012 6,606 5,056

73.5%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

観光案内人の配置　3名

執行率（％）(B/A) 69.4% 84.0% 82.6% 90.7%

予算の状況の説明 減額及び不用額は、観光案内所の人材確保が当初計画通りにいかなかったことによるものである、。

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

目　標 3名

実　績 3名

実　績

実　績

目　標

目　標

参加

30年度

活動目標
（指標）

及び達成状況

達
成
状
況
説
明

・南ぬ島石垣空港内案内カウンターにおいて、外国語に対応できるスタッフ3名を配置して観光案内を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度

実　績

29年度
目標値

（30年度）

観光瓦版的情報紙の発行
4回

0回

研修会参加実施
参加 参加

参加

案内対応件数（50,000件）
61,833件

目標 50,000件

進
捗
状
況
説
明

・観光瓦版を発行し、広告収入により自主事業として運営費を確保する構想であったが、案内業務が多忙であったため実施することがで
きなかった。
・接客スキル向上の為、研修会に2回参加し、業務スキルのアップを図った。
・案内対応については、目標を大きく上回る61,833件となった。



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

総事業費

今後の取組み方針

・自走化に向けた運営費確保の取組を受託者と検討し取り組む。
・観光客は増加してる状況であるが、スタッフの研修を強化することで資質を向上し、様々な問い合わせや要望に応えられるよう、案内業務の充実を図る。
・関係団体（受託者、レンタカー会社）とミスのフォローによるトラブルの解決策を検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・観光客増加により観光案内以外の業務ができてない状況である。
・増加する観光客の多様なニーズに対応する必要がある。
・個人旅行の増加によって交通系の問合わせが増えトラブルが発生してい
る。

・自走化を図るため情報紙発行等の運営費確保の取組について検討を行
う。
・研修目的を明確化し、島外研修だけではなく、講師を招いた研修の実施に
ついても検討を行う。
・外国人観光客の増加に伴い、市内観光従事者のミスのフォロー（レンタカー
の貸出しのトラブル等）が増えているため対策に取り組む。

交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

6,320 6,320 5,056 1,264 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○本市の観光振興を推進する会員組織である石垣市観光
交流協会と地方自治法施行令第167条の2第1項第2号に基
づき委託契約を締結しており、妥当と考える。
○予算に関しては、必要最低限の支出となるように事業途中
に受託者と確認しており、妥当である。
○費用・使途に関しては、事業途中や事業完了の際に受託
者と協議・確認し、適正であると考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

石垣市 

6,320千円 

委託料 
一般社団法人石垣観光交流協

会 

6,320千円 
案内書運営に係る業務委託料 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－⑤ 石垣島ミュージックフェスティバル事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－イ

市場特性に対応した誘客活動
の展開

担当部課名
企画部観光文化スポーツ局　観光文化
課

事業実施
（予定）年度

平成25～30年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）

事業内容
観光閑散期の底上げを目指した、新規個人客層の誘客及びリピーターファン獲得のため、音楽を魅力にして石垣島らしさをアピールする音
楽イベントを開催する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　■直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 20,000 35,000 3,000 30,593

(b)予算現額 20,000 38,700 10,300 31,125

(c)増減額(b-a) 0 3,700 7,300 532

(d)繰越額 － － － －

A．計(b+d) 20,000 38,700 10,300 31,125

B．執行済額 19,585 38503 9,999 30,962

うち交付金充当額 15,668 30802 7,999 24,769

次年度繰越額 0 0 0 0

執行率（％）(B/A) 97.9% 99% 97.1% 99.5%

予算の状況の説明 増額は、来場者の満足度向上を目的とした出演者の充実等によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

将来的な民間移管を視野に次回開催に
向けての検証

目　標 実施

実　績 実施

次回開催の内容、広報、ツアー商品の造
成実施

目　標 実施 実施

実　績 実施 未実施

達
成
状
況
説
明

・石垣市内の事業者らを中心としたイベント設計や運営、管理などを行い、今後の石垣市内での大型イベントにも対応可能な運営体
制を構築することができた。
〇次回開催の検討については、予算面での課題があることから未実施となった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度 29年度 30年度

目標値
（　年度）

イベントフェイスブックの「いいね数」
目　標 3,000件 3,000件

実　績 1,300件 1,620件

イベントオフィシャルツアーの造成
目　標 500名 500名

実　績 0名 200名

集客目標
目　標 4,000名

実　績 2,300名

進
捗
状
況
説
明

・フェイスブックのいいね数については、広告配信を行うことが出来なかったため、目標達成に及ばなかった。
・ツアー造成については、宿泊施設等の不足により、目標達成に及ばなかった。
・集客数については、天候に恵まれなかった等の理由により目標達成に及ばなかった。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・イベントの実施において、開催日の決定に加えてメインコンテンツとなる
イベントへの出演者の決定が成功のカギを握っているが、出演者が所属
する音楽事務所のスケジュールの取り決めなど、課題が残されている状
態である。
・3連休という好条件であったが、別の大型スポーツ大会と重なり、飛行
機や宿の手配など石垣市内の空港やホテルなど観光インフラ施設が確
保できず、イベントにツアーで参加したい方が多数いたが受け入れること
が出来なかった。
・石垣市制施行70周年という節目の年という事で多数のイベントや行事
が続いていたことや、11月下旬の天候不順等により、集客数が伸び悩ん
でしまった。

・開催日をなるべく早めに決定することで、その後の内容の充実度を高める
ことが出来ることから、実行委員会の早期開催を図る。
・離島であるがゆえに観光インフラ施設の確保は必須であることから、他の
イベントやスポーツ大会の日程も考慮して、開催日を決定する。
・他のイベントとの開催バランスや悪天候等の運営ノウハウを備え主体的に
イベント開催に取り組む地元事業者の育成を図る。

今後の取り組み方針

・実行委員会を早期に行い開催日を確定させ、観光客が計画的に訪れることができるよう取り組む。
・効果的な集客ができるよう他のイベントの日程を確認して早期に開催日を決定しＰＲ活動に取り組む。
・これまでの開催にあたり協力した事業者などとの連携を模索し、石垣島ならではの野外イベントの実施を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

30,962 30,962 24,769 6,193 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○補助金交付要綱を定め、実行委員会を選定して行ってお
り妥当である。
○不用額は事業費の5％以内であり適正である。
○補助金は交付要綱に沿って補助を行っており、妥当であ
る。
○費目・使途は事業目的に即し、必要最小限及び効果的に
執行している。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

TsunDAMI野外フェス実行委員会  開催に係る経費の補助 

 運営スタッフ賃金 
賃金 

221千円 

旅費 
31千円 

 事務調整（県内1人） 石垣市 
30,962千

円 

補助金 
30,710千円 
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市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－⑥ 石垣市内文化財環境整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（６）－（ア）

沖縄らしい風景づくり

担当部課名 教育部　文化財課
事業実施

（予定）年度
平成27～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－(１)

事業内容
石垣市内の指定文化財及び指定地隣接地の環境を整備するため、私有地を買い上げる。また、資料作成のため、レーザー測量及び全景空撮
を実施する。このほか、文化財指定地に生育する、樹勢の衰えにより腐朽が進み幹や枝が落下する可能性がある樹木について、樹木医の診断
及び処方箋に基づく保護措置を行い、見学者や観光客の安全を確保する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 10,324 5,650 14,505

(b)予算現額 10,324 5,650 14,505

(c)増減額(b-a) 0 0 0

(d)繰越額 － － －

A．計(b+d) 10,324 5,650 14,505

B．執行済額 7,290 2,820 13,660

うち交付金充当額 5,832 2,255 10,928

次年度繰越額 0 0 0

執行率（％）(B/A) 70.6% 49.9% 94.2%

予算の状況の説明 不用額は、委託の入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

用地取得の実施
目　標 2筆

実　績 2筆

レーザー測量の実施
目　標 2地点

実　績 2地点

三番アコウの診断及び保護措置の実施
目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

・黒石川窯跡指定地及び旧和宇慶家墓の隣接地は、私有地の買い上げを実施した。黒石川窯跡指定地については、境界標を設置し
た。
・旧和宇慶家墓及び元海底電線陸揚室は、レーザー測量及び図化を実施した。
・仲道の三番アコウは、樹木医の診断及び処方箋に基づく保護措置（土壌改良及び危険枝除去）を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（34年度）

用地取得の完了
目　標 2筆

実　績 2筆

レーザー測量の完了
目　標 2地点

実　績 2地点

保護措置による観光客の安全性確保の完
了

目　標 完了

実　績 完了

【H34成果目標】
地元のエコツーリズム協会が整備完了後
の文化財を活用して行う史跡めぐりの実施
（年12回程度開催）

目　標
年12回程度

開催

進
捗
状
況
説
明

・黒石川窯跡指定地及び旧和宇慶家墓の隣接地において私有地を買い上げたことにより、追加指定作業や周辺環境の整備を進めてい
くことができる。
・旧和宇慶家墓及び元海底電線陸揚室において、レーザー測量で得た図面及びデータ、全景空撮で得られた画像は、資料作成に活用
することができる。
・仲道の三番アコウは、危険枝除去により、見学者や観光客の安全が確保された。土壌改良の実施により、樹勢の回復も期待される。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・前年度に不動産鑑定評価を終えていたことや、所有者の文化財に対する
理解が深くスムーズに交渉が進んだことが、目標値達成につながった。
・測量対象範囲について事前踏査や遺構細部の観察を行ったことで、業務
委託を効率良く進めることができ、目標値達成につながった。
・近隣住民の情報提供や、適宜行っている巡視活動や樹勢の観察により、危
険な幹や枝による被害が出る前に除去することができた。

・用地取得の計画段階から課題を洗い出しながら作業を進め、目標を達成す
ることができた。
・旧和宇慶家墓では、委託業務発注後に明確に確認された遺構も一部あり、
追加調査が必要な状況となっている。
・仲道の三番アコウは、交通の要所であるうえ通学路にもなっていることか
ら、樹勢や危険な幹枝の発現に今後も留意していく。

今後の取り組み方針

文化財の環境整備を進めることにより、沖縄・八重山らしい景観の維持や、後世への文化財の継承等の効果も期待され、観光にも活かせるものと考えられる。本
事業では、内容の異なる複数の活動目標を立て、複数年にわたって事業を計画しているところであるが、文化財を取りまく環境変化に対応するため、実施する事
業内容は年度毎に優先順位を見直し、より必要性の高いものから取り組んでいきたい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

13,660 13,660 10,928 2,732 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・委託業務のうちレーザー測量委託は、一般競争入札を行
い業者を選定した。他の委託業務は随意契約を締結してい
るが、複数の業者から見積書を徴取し総合的に判断した結
果や、業務の特殊性などの理由により選定したもので、妥当
であったと考えている。
・不用額は入札残によるものであり、適正な規模であったと
考えている。
・費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 
13,660千円 

 

公有財産購入費 
4,912千円 

委託料 
8,748千円 

個人 

3,600千円 

Ｊショップ「てとて」 
1千円 

文化財指定地 
１筆の用地購入 

収入印紙代 

株式会社ﾄﾛﾋﾟｶﾙ・ｸﾞﾘｰﾝ設計 

886千円 

株式会社崎浜測機システム 
54千円 

おもと造園 

194千円 

株式会社パスコ沖縄支店 
6,696千円 

有限会社西里測量設計 

464千円 

石垣市内文化財（２ヵ所）の 

購入地（北側部分）の座標確認 
及び杭打ち委託 

石垣市内文化財（２ヵ所）の 

仲道の三番アコウ樹木医診断及
び 

仲道の三番アコウ危険枝除去 

購入地（南側部分）の座標確認 
有限会社西里測量設計 

454千円 

個人 
1,310千円 

Ｊショップ「てとて」 

1千円 
収入印紙代 

（土地売買契約書に貼付） 

文化財指定地隣接地 
１筆の用地購入 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－⑦ 八重山博物館所蔵資料修復及び整理・活用事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（４）－ア

沖縄の文化の源流を確認できる
環境づくり

担当部課名 教育部　博物館
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－(１)

事業内容 博物館資料の保存・活用等を図るため、博物館所蔵資料のうち、虫食い等により状態の良くない古文書等の修復を行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 27,105 14,860 17,970 16,994 12,000

(b)予算現額 17,086 14,860 17,970 16,994 12,000

(c)増減額(b-a) ▲ 10,019 0 0 0 0

(d)繰越額 0 0 0 0 0

A．計(b+d) 17,086 14,860 17,970 16,994 12,000

B．執行済額 17,064 11,423 17,882 16,955 11,960

うち交付金充当額 13,651 9,138 14,306 13,564 9,567

次年度繰越額 0 0 0 0 0

執行率（％）(B/A) 99.9% 76.9% 99.5% 99.8% 99.7%

予算の状況の説明 資料の修復及び修復済み資料のデジタル化を計画通り実施した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

所蔵資料21件の修復及び21件のデジタル
化

目　標 19件 33件 23件
21件
21件

実　績 27件 33件 23件
16件
16件

達
成
状
況
説
明

新聞資料の1冊あたりの綴り枚数の問題から修復件数は減ったが、修復及びデジタル化の枚数（点数）は、概ね計画通り実施できた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（30年度）

所蔵資料21件の修復及び22件のデジタル
化の完了

目　標
21件
22件

実　績
16件
16件

【H30成果目標】
平成30年度の入館者数9,500人以上

目　標 9,500人以上

進
捗
状
況
説
明

年度ごとに修復等を実施しているが、未修復の劣化資料は多い。優先順位をつけながら、円滑に事業を実施していきたい。
資料の蓄積は、順調に進んでいる。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

修復済み資料、デジタル化済み資料の蓄積は進んできているので、部分的
に公開を図るなど、活用面についても検討する必要がある。

現在は、修復等を中心に事業実施しているが、活用を考えて収蔵場所の確
保や閲覧を可能にする状況の整備なども合わせて行う。

今後の取り組み方針

八重山博物館所蔵資料の修復は、年次的な計画を作成し、劣化が進み保存状態の良くない資料を優先的に実施している。
しかし、修復済み資料の保管場所及び活用のための環境整備ができていない部分があるため、今後は、収蔵棚や収蔵箪笥等の整備もあわせて検討していく。
デジタル化についても、これを推進することで、現物が閲覧できないような貴重資料についても展示や調査、研究等に活用してもらえるため、継続して事業を実施
する。
今後は、デジタル資料の部分公開などについても研究し、貴重な資料に負荷を与えないようにしながら活用に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

11,960 11,960 9,567 2,393 0

（新聞資料修復に係る委託料）

紙修復保存工房
595千円

（古文書修復に係る委託料）

石川堂
587千円

（画稿修復に係る委託料）

事務費
32千円

（旅費）

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市
11,960千円

委託料
11,928千円

紙修復保存工房
10,746千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託業務は随意契約で行ったが、専門性の高い業務であ
り、関係法令に照らし合わせても妥当な執行である。
○不用額は事業費の5％以内であり適正である。

○費目・使途については、事業の目的に沿うものであるので
適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（　　年度）

【H30成果目標】
闘牛大会開催の増

目　標 6回

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－⑨ 闘牛場改修事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（４）－ア

沖縄の文化の源流を確認できる
環境づくり

担当部課名 企画部観光文化スポーツ局　観光文化課
事業実施

（予定）年度
平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－(１)

事業内容 八重山の伝統文化である「闘牛」の発展を図るため、老朽化した闘牛場の改修支援を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　29年度 　30年度 　31年度 　32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 20,000

(b)予算現額 20,000

(c)増減額(b-a) 0

(d)繰越額 －

A．計(b+d) 20,000

B．執行済額 20,000

うち交付金充当額 9,191

次年度繰越額 0

執行率（％）(B/A) 100.0%

予算の状況の説明 当初計画どおりに執行した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

闘牛場改修工事費用の一部補助

目　標 実施

実　績 実施

実　績

達
成
状
況
説
明

老朽化した闘牛場の改修事業に係る費用を一部補助し、擁壁、防護柵、トイレ、客席などの改修が行われた。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度

完了

目標値
（30年度）

闘牛場改修工事の完了

目　標 完了

進
捗
状
況
説
明

計画通り、闘牛場の改修工事が平成30年3月20日に完了した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

30年度 31年度



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

県立病院やホテルなどの建築ラッシュに伴い、人手不足や、工事費の高騰
など懸念されたが、天候にも恵まれ、予定通りに年度内の工事完了となっ
た。

闘牛の魅力を様々な媒体を通じて広く発信し、誘客に繋げる事が重要であ
る。
観光交流協会や商工会などとの連携強化が安定的な闘牛大会の開催に繋
がる。

今後の取り組み方針

闘牛の魅力を広く発信し観光コンテンツとして確立する。また、改修した闘牛場を闘牛大会のみならず、様々なイベントの会場として利用頻度を上げる。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

20,000 20,000 9,191 10,809 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○補助金交付対象を交付要綱にて定めおり、妥当である。
○不用額は発生しておらず、適正な規模であった。
○補助は工事費の一部に限定されており、妥当である。
○費目・使途については、闘牛場改修の工事に限定されて
おり、適正である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 

20,000千円 

補助金 

20,000千円 
八重山闘牛組合 

20,000千円 

闘牛場改修補助金 
（工事費） 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　□後年度（　　年度）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－② 石垣市中央運動公園リニューアル事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（１）－イ

「スポーツアイランド沖縄」の形
成

担当部課名 建設部　都市建設課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－(１)

事業内容
石垣市における運動施設の中核を担う石垣市中央運動公園において、八重山圏域唯一の運動公園としての存在価値を高めるために公園全体
のリニューアル整備を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　27年度 27年度（繰越） 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 7,500 － 20,272 100,400

(b)予算現額 7,500 － 20,272 79,997

(c)増減額(b-a) 0 － 0 ▲ 20,403

(d)繰越額 － 7,500 － -

A．計(b+d) 7,500 7,500 20,272 79,997

B．執行済額 0 7,020 18,061 73,925

うち交付金充当額 0 5,616 14,448 58,510

次年度繰越額 7,500 － 0 0

執行率（％）(B/A) 0.0% 93.6% 89.1% 92.4%

予算の状況の説明 不用額及び減額は入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

陸上競技場トラックの改修

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

八重山圏域唯一の公認陸上競技場として第3種公認取得のために必要なトラック改修工事を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

陸上競技場トラックの改修完了

目　標 完了

実　績 完了

進
捗
状
況
説
明

八重山圏域唯一の公認陸上競技場として第3種公認取得のために必要なトラック改修工事が完了した。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

第3種公認陸上競技場の有効期間が平成30年9月30日をもって終了する関
係で、利用頻度が多い夏場にトラック改修工事を実施する結果となった。ト
ラック改修工事期間中（平成29年6月1日～平成29年9月12日）は、陸上競技
場の利用ができなかったため、利用者にご不便をかける結果になった。

事業実施に際しては、計画的に余裕をもった事業期間の設定に努める。

今後の取り組み方針

市民の利便性向上、東京オリンピックへ向けた合宿の受け入れやプロ・アマチュアのキャンプ誘致に向けた態勢強化のため、八重山圏域唯一の運動公園として
の存在価値を高めることを目的に公園全体のリニューアル整備を推進する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

73,925 73,138 58,510 14,628 787

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先の選定方法は、委託・工事・備品事業者は一般競
争入札で選定しており、妥当であったと考えている。
○不用額は入札残によるものでありｌ、予算は適正な規模で
あったと考えている。
○費目・使途については、事業の目的に沿うものであるので
適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 
73,138千円 

 

有限会社洲鎌組 

68,569千円 

工事請負費 
68,569千円 

有限会社八島企画 

1,890千円 
石垣市陸上競技場トラック改修設計
業務 

委託料 
1,890千円 

石垣市陸上競技場トラック改修工
事 

スポーツショップアスリート 

2,478千円 

備品購入費 
2,478千円 

石垣市中央運動公園陸上競技場
備品購入 

公益財団法人日本陸上競技連盟 

200千円 
役務費 

200千円 
石垣市中央運動公園陸上競技場
第三種公認申請手数料 

（交付対象外経費）787千円 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（　　年度）

【H30成果目標】
本事業の整備計画に基づき各種施策を実
施する。

目　標
各種施策の展
開

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－③ 歩行者ならびに自転車空間ネットワーク整備計画策定事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－（ウ）

観光客の受入体制の整備

担当部課名 建設部　都市建設課
事業実施

（予定）年度
平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－(１)

事業内容 歩行者ならびに自転車空間ネットワーク整備計画書の作成を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 7,009

(b)予算現額 7,009

(c)増減額(b-a) 0

(d)繰越額 0

A．計(b+d) 7,009

B．執行済額 4,957

うち交付金充当額 3,965

次年度繰越額 -

執行率（％）(B/A) 70.7%

予算の状況の説明 不用額は、入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

整備計画策定

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

整備計画策定業務の委託を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（30年度）

整備計画策定完了

目　標 完了

実　績 完了

進
捗
状
況
説
明

整備計画の策定が完了した。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

新空港開港により生じた交通環境の変化に対応するために沖縄県が作成し
た「石垣島のみちづくり基本計画」との整合性や、美崎町を中心とした中心市
街地でのまち歩きの視点を踏まえて策定することが求められた。

各ネットワーク整備後の利活用の視点が今後求められる。

今後の取り組み方針

「歩行者ならびに自転車空間ネットワーク整備計画書」を関係部署と共有し、計画内容の実現に努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

4,957 4,957 3,965 992 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 〇事業者の選定は競争入札方式で行い、適切な選定方法
であった。
〇予算規模については、不要額が入札の残のみとなったこ
とから妥当であった。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 
4,957千円 

 

委託料 
4,957千円 

（株）中央建設コンサルタ
ント 

4,957千円 

歩行者ならびに自転車空間ネット
ワーク整備計画策定業務委託 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（　　年度）

【H32成果目標】
利便性が確保されたか（80％以上）を含
め、当該事業のあり方をアンケートで検証

目　標 80％以上

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－⑧ クルーズ船寄港誘致支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－(２)－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名 建設部　港湾課
事業実施

（予定）年度
平成24～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－(１)

事業内容
　大型クルーズ船寄港誘致のため、石垣港に寄港するクルーズ船の接岸の際に利用するトイレや屋根付きの導線を整備し、市内へ移動する乗
船客を亜熱帯地方特有の強烈な日射と急な雨天から守ることで、快適で利便性の高い寄港地としてアピールする。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 6,000 6,000 8,000

(b)予算現額 6,000 6,000 8,000

(c)増減額(b-a) 0 0 0

(d)繰越額 － － 0

A．計(b+d) 6,000 6,000 8,000

B．執行済額 2,100 4,600 6,093

うち交付金充当額 1,680 3,680 4,874

次年度繰越額 0 0 0

執行率（％）(B/A) 35.0% 76.7% 76.2%

予算の状況の説明 執行残は入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

屋根付き歩道の実施設計

目　標 実施

実　績 実施

トイレの実施設計

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

屋根付き歩道及びトイレの実施設計業務委託を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（32年度）

屋根付き歩道の実施設計

目　標 完了

実　績 完了

トイレの実施設計の実施設計

目　標 完了

実　績 完了

進
捗
状
況
説
明

屋根付き歩道及びトイレの実施設計業が完了し、工事を行う準備が整った。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

平成30年4月より、クルーズ船専用岸壁の暫定供用が開始しており、早急な
整備が求められている。

クルーズ船客の行動が制限されないように工事を行う。

今後の取り組み方針

今後は、トイレ施設及び屋根付き歩道の工事を行う予定であるが、3,000名近くのクルーズ船客が乗降する中での工事を実施することとなるため、関係機関との調
整を密に行い、クルーズ船旅客受入強化を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

6,092 6,092 4,874 1,218 0

（有）大島設計事務所
3,231千円

石垣市
6,092千円

委託料
6,092千円

（有）池城設計
2,861千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○指名競争入札で選定しており、妥当である。
○不用額は入札残であり、妥当である。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

トイレ設計業務       

屋根付き歩道設計業務       



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（　　年度）

【H32成果目標】
エコロードを活用して行われる「石垣島オー
シャンビュートレイルラン＆ウォーク大会」
への参加者数810人

目　標 参加者数810人

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－⑩ 平久保半島エコロード整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－(２)－ア

国際的な沖縄観光ブランドの確立

担当部課名 建設部　都市建設課
事業実施

（予定）年度
平成25～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－(１)

事業内容 平久保半島の自然をスポーツツーリズムの資源として活用するため、用地購入等を行い、エコロードを整備する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　27年度 28年度 28年度（繰越） 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 7,362 12,690 - 4,000

(b)予算現額 7,362 12,690 - 651

(c)増減額(b-a) 0 0 - ▲ 3,349

(d)繰越額 - - 6,011 －

A．計(b+d) 7,020 12,690 6,011 651

B．執行済額 7,020 6,679 6,011 651

うち交付金充当額 5,889 5,343 4,809 520

次年度繰越額 0 6,011 - 0

執行率（％）(B/A) 100.0% 53% 100% 100.0%

予算の状況の説明 減額は、取得用地の範囲を見直したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

用地取得、物件補償

目　標 実施

実　績 実施

実　績

達
成
状
況
説
明

鑑定評価を行い、地権者に対して取得費用や補償額算出根拠の説明などを行った。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度

締結

目標値
（32年度）

地権者からの用地購入および補償契約の
締結

目　標 締結

進
捗
状
況
説
明

工事実施に向けて、道路用地の取得及び補償契約を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

30年度 31年度



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

一部『西表石垣国立公園（第三種特別地域）』内で工事を行うため、貴重な
動植物が無いか等、環境省との調整が必要となり、取得までに時間を要し
た。

道路整備工事に早期に着手するため、環境省への工事着手届け等を早期に
行う。

今後の取り組み方針

早期に道路整備を行い、工事完了後には各メディアを通した周知やトレイルラン等のスポーツツーリズムにより広く利活用を進めていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

651 651 520 131 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○用地所有者との契約であるため、妥当である。
〇減額は、取得用地を見直したことによるものであり、適正
であった。
〇費目・使途については、事業目的に即し真に必要なものに
限定されおり、妥当である。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 
651千円 

地権者 Ａ氏 
651千円 

土地売買契約 
公有財産購入費 

531千円 

残地補償契約 
補償、補填 
及び賠償金 

120千円 



( ） ( ） ( ） ( ）

( ） ( ） ( ） ( ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（　　年度）

【H31成果目標の設定】
民間1社による設備導入

目　標
民間1社による

設備導入

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－① 石垣市資源循環アイランド推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（３）－イ

グリーンエネルギーの推進

担当部課名 農林水産部　農政経済課
事業実施

（予定）年度
平成25～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１０－（１）

事業内容 『環境と共生したエコアイランド』の実現のため、廃棄物系バイオマスを資源として利用し、島内循環システムづくりを行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　26年度 27年度 27年度（繰越） 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 12,500 20,938 － 20,930 42,705

(b)予算現額 21,972 11,248 － 20,930 42,705

(c)増減額(b-a) 9,472 ▲ 9,690 － 0 0

(d)繰越額 － － 4,000 － －

A．計(b+d) 21,972 11,248 4,000 20,930 42,705

B．執行済額 20,279 10,663 2,160 19,509 38,632

うち交付金充当額 16,223 8,530 1,728 15,607 30,905

次年度繰越額 0 4,000 － 0 0

執行率（％）(B/A) 92.3% 94.8% 54.0% 93.2% 90.5%

予算の状況の説明 不用額は、プロポーザル実施後の随意契約等による執行残である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

ほ場実証試験拡大（野菜・水稲など）
目　標 実施

実　績 実施

実証試験設備（プラント性能調査）
目　標 実施

実　績 実施

生成物分析（メタン発酵生成物分析）
目　標 実施

実　績 実施

地域循環実証（農産物試用、生ごみ分別）
目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

・ほ場実証試験拡大（野菜・水稲など）については、ゴーヤ（ニガウリ）、かぼちゃ及び水稲の3作物で実施した。
・実証試験場設備（プラント性能調査）については、流量計を新設した。
・生成物分析（メタン発酵生成物分析）については、原料の性状、発酵状況、バイオガス発生量、消化液の性状等の試験デー
タを解析し評価した。
・地域循環実証（農産物試用、生ごみ分別）については、地域循環システムの構築のために必要なプレーヤーの選定及び各
プレーヤの連携体制について検討を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（31年度）

資源の有効利用、環境保全効果、産業振
興効果等をとりまとめた報告書の作成完了

目　標 報告書作成

実　績 報告書作成

進
捗
状
況
説
明

資源循環利用システム事業を推進することにより、農林水産業や畜産業、商工業と複合する総合産業への相乗効果や将来的な廃棄物
削減効果、バイオマス資源から発生する有機液肥利用による農作物の栽培による農業振興、観光振興効果を整理した報告書を作成し
た。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

バイオマス活用推進計画を基に、島嶼型循環社会を目指し、環境への負荷
低減を図るため、メタン発酵施設を設置する予定であるが、全国的に北海道
以外の一部の地域でしか液肥利用システムが確立していないため、実証実
験を行い将来、実機に向けた経済性や持続性を確保した島嶼型循環システ
ム構築の検討を行った。

テストプラントを使い、引き続き実証実験を行い本市にあった実機プラントの
導入検討を行う。

今後の取り組み方針

家庭系の生ごみ分別収集を行うとともに本格的なプラントの最適な規模を確定するため、入口となる原料の供給量から出口となる液肥の散布可能量までを対象
に調査を行い、引き続き昨年度までの調査を継続して栽培実験を行うとともに、し尿や生ごみの原料供給側のニーズ及び排出量、そして液肥利用側のニーズと
利用量のコスト計算を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

38,631 38,631 30,905 7,726 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 〇随意契約については、事業内容が専門知識を有し、かつ技術者
の確保が必要なものであるため妥当であったと考えている。また、
実践的検討業務についてはプロポーザル方式で公募を実施し妥当
であったと考えている。
〇予算規模は、適正な規模であったと考えている。
〇費目等について事業達成の観点から必要なものなのか等につ
いて額の確定時において支出等に関する書類により確認した結果
適正であった。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

―

石垣市 
38,631千円 

 

旅費費 
755千円 

普通旅費 
631千円 

 バイオマス事業に係る情報収集 
（福岡・静岡・名護） 

委託費 
37,876千円 

（一財）沖縄県環境科学セン
ター 

6,804千円 

水質管理サービス（有） 
3,808千円 

（一社）地域環境資源セン
ター 

1,890千円 

（株）建設技術研究所・（一
財）沖縄県環境科学センター

コンソーシアム 

25,374千円 

平成２９年度メタン発酵テストプラント
における発酵液等の成分分析委託業

石垣市メタン発酵テストプラント運転管
理委託業務 

メタン発酵テストプラントに関する監理
委託業務 

小型実証プラントを活用した資源循環
利用システムの実践的検討業務 

費用弁償費 
124千円  費用弁償費（熊本：１人、福岡：１人） 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

【H30成果目標】
①特産品の海外販売目標：1,900Ｋｇ
②石垣島産パインアップル加工品等の生
産高：5,000Ｋｇ
③八重山上布の研修終了者：17人
④石垣島粘土の使用窯業者数：17事業者

目　標

①1,900Ｋｇ
②5,000Ｋｇ

③17人
④17事業者

八重山ミンサーの講習 八重山上布の講習 八重山上布の講習

達
成
状
況
説
明

・国内外の特産品等のマーケットに向けたプロモーション活動では、主に税関空港に指定された石垣空港からの国際貨物（特産品）の香
港プロモーションに取り組んだ。
・パインアップル加工品販路拡大の実証実験は、本年度で終了となったが、当初計画どおり民間移行を達成する運びとなった。
・発酵技術を活用した石垣島商品の販路開拓支援として、東京日本橋で10月に開催された「全国発酵食品サミット」への出展を行った。
・織物分野の人材育成では、国指定の伝統工芸品である八重山上布の後継者育成を目指す講習会を実施した。

5事業者 物産展参加

織物や窯業分野の人材育成、原材料確保
の取り組み

目　標 実施 実施 実施

実　績

稼働

発酵技術を活用した石垣島商品の開発推
進と販路開拓支援

目　標 3アイテム開発 製造、販売確保 支援

実　績 1アイテム開発

パインアップル加工品販路拡大の実証実
験

目　標 稼働開始 稼働 稼働

実　績 施設の確保、試験稼動 稼働

目　標 実施 実施 実施
香港1～2回、台
湾1回、県内1
回、県外3回

実　績 台北、金沢
台北、北陸、香港、

那覇
福岡、横浜、香港、那

覇
香港3回、県内1回、県

外2回

予算の状況の説明
不用額は、石垣市特産品加工施設試験的稼働実証業務において加工品の販売実証（取り引き）による収益分を当初の
委託金額から相殺したことによるもの、及び発酵食品をアピールする新特産品開発事業のおいて予定していた市内での
講演会が実施できなかったことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

国内外の特産品や伝統工芸品マーケットに
向けたプロモーション活動

執行率（％）(B/A) 96.7% 89.4% 100.0% 98.9% 89.6%

次年度繰越額 0 2,992 － 0 0

うち交付金充当額 16,239 20,207 2,394 46,648 32,568

B．執行済額 20,300 25,259 2,992 58,310 40,710

A．計(b+d) 20,990 28,251 2,992 58,935 45,428

(d)繰越額 － － 2,992 － －

(c)増減額(b-a) ▲ 996 20,691 － 0 0

(b)予算現額 20,990 28,251 － 58,935 45,428

(a)当初予算額 21,986 7,560 － 58,935 45,428

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　26年度 27年度 27年度（繰越） 28年度 29年度

予
算
の
状
況

企画部　商工振興課
事業実施

（予定）年度
平成27年度～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（７）

事業内容
製造業及び特産品の振興を図ることを目的に、特産品プロモーション（販路拡大を含む）、特産品開発支援、人材育成、原材料確保支援などを総
合的かつ網羅的に展開し全体としての効果の発現を目指す。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－① ものづくり、マーケティング総合支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（９）－イ

県産品の販路拡大と地域ブラン
ドの形成

担当部課名



( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

今後の取り組み方針

・特産品の海外販売において課題とされる、本市産品の認知度向上、保税蔵置場の整備に向けた取り組みを行っていく。
・パインアップル加工施設については、石垣市商工会と連携して民間移行を行い、民間ノウハウを活用して取り引き拡大を進める。
・発酵商品のマーケティングについては、製造事業者との意見交換を重ね、消費者向けの情報発信、販促催事などに取り組む。
・八重山上布の後継者育成については、生産性、販路開拓そして原材料の確保にかかる状況を整理しながら、伝統工芸品振興の方策に取り組む。

進
捗
状
況
説
明

・特産品の海外販売数は、当初目標の2倍以上と大きく上回ることができた。
・石垣島産パインアップルの取り引き売上額は、生産者等への周知不足により目標達成に至らなかった。
・発酵技術を活用した販路開拓は、東京日本橋と水道橋の催事で2件を達成できた。
・八重山上布の人材育成講習後の継続した技術の提供数は、6名となった。

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・特産品の海外販売数は、本市と香港を結ぶ航空路線が安定的に就航した
こと、輸出に必要な貨物の暫定的な蔵置場所を確保できたことにより目標を
達成できた。
・石垣島産パインアップルの取り引き売上額は、営業活動の不足等により目
標値を下回る状況となった。
・発酵商品の販路マーケティングは、全国的に発酵商品が注目されているこ
ともあり、新たな販路先を開拓することができた。
・八重山上布講習の修了生の継続については、安定的な収入源となる職業
として浸透することが求められる。

・特産品の海外販売については、対象となる香港での石垣島産のブランディ
ングに取り組むとともに、蔵置場所の安定的な確保を図る。
・石垣島産パインアップルの加工施設の売上額は、民間ノウハウによる営業
活動の強化を図ることにより伸ばすことができると考える。
・発酵商品のマーケティングにおいては、消費者意見を取り入れた商品の改
良、パッケージの見直しなどの検討を行う。
・八重山上布の後継者育成においては、織物組合の生産性を高めることを図
りながら、伝統工芸品としての価値を時代ニーズに併せてＰＲを行っていく。

実　績 6名

伝統工芸品「八重山上布」人材育成講習の
修了生の継続した技術等の提供数

目　標 5名

実　績 2件

発酵技術を活用したマーケティングＰＲによ
る販売開拓数

目　標 2件

実　績 5,029千円

石垣島産パインアップル加工品等の取り引
き売上額

目　標 12,800千円

実　績 1,040キロ

28年度 29年度
目標値

（　年度）

特産品の海外販売数目標

目　標 500キロ

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○特産品加工施設等は「随意契約」を行ったが、前年度から
の事業の継続性などを考慮した結果であり、妥当であったと
考えている。
○予算規模については、適正な規模であったと考えている。
○事業内容に即した支出負担行為並びに支出調書が適正に
整備されており、妥当な支出であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

40,710 40,710 32,568 8,142 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

石垣市 
40,710千円 

 

石垣市商工会 

22,120千円 
委託料 

38,643千円 

南山舎㈱ 
1,000千円  平成29年は肉の年プロモーション業務 

石垣市織物事業協同組合 

1,195千円 
 八重山上布技術者養成事業業務 

㈱ノイズ・バリュー社 
9,180千円 

 石垣市特産品加工施設試験的稼動実
証業務     

 税関空港活性化プロモーション業務           

㈱イチグスクモード 
100千円 

特定非営利活動法人発酵文
化推進機構 
2,377千円 

一般財団法人石垣島クリエイ
ティブフラッグ 

152千円 

㈱ジェイネットエア 
217千円 

沖縄日通エアカーゴサービス
㈱ 

誠工務店 
180千円 

 等身大パネル制作業務           

 平成29年度新特産品開発事業           

国際航空貨初輸出セレモニー会場装飾  
業務            

 税関空港貨物ハンドリング業務           

税関空港活性化プロモーション蔵置管
理業務            

 やきもの用粘土（原土）掘削運搬業務         

旅費 
2,067千円 

普通旅費 
1,215千円 

特別旅費 
853千円 

 特産品ＰＲに係る旅費 

 特産品ＰＲに係る旅費           



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

目　標

進
捗
状
況
説
明

・やいま石垣さんばしマーケットは、実証運営として6月、9月、1月、2月に開催した。1月は石垣島マラソンの開催、2月は千葉ロッテマリー
ンズと台湾ラミゴモンキーズの日台プロ野球交流戦の開催に併せて開催した。
・「石垣みらいカレッジ」では、内容をより充実させるためテーマを厳選し、島内外からの48名の講師による実施講座（30名）、ラジオ講座
（18名）を実施することができた。

実　績 48名

完了

70名の講師による講座の実施

目　標 70名

目標値
（年度）

やいま石垣さんばしマーケットの実証完了

目　標 完了

実　績

達
成
状
況
説
明

・やいま石垣さんばしマーケットの実証運営について、夏季（6月、9月），冬季（1月、2月）に開催を行い活動目標を達成することができ
た。
・仮）石垣島７７７大学院は「石垣みらいカレッジ」として10月14日に開講し、3月4日に閉講するまで22の講座と連動ラジオ番組の取組を
達成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

仮）石垣島７７７大学院の開講

目　標 開講

実　績 開講

目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明
やいま石垣さんばしマーケット実証業務、広報業務、関連するトレンド調査業務を予定どおり執行することができた。ま
た、石垣市制施行70周年の位置づけで実施した「石垣みらいカレッジ」を執行することができた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

やいま石垣さんばしマーケットの実証運営
の実施

執行率（％）(B/A) 100.0% 99.7% 97.4% 85.0% 100.0%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 1,596 7,977 21,048 22,632 19,997

B．執行済額 1,995 9,972 26,310 28,290 24,996

A．計(b+d) 1,995 10,000 27,000 33,292 25,000

(d)繰越額 － － － － －

(c)増減額(b-a) ▲ 105 0 ▲ 5,000 5,000 0

(b)予算現額 1,995 10,000 27,000 33,292 25,000

(a)当初予算額 2,100 10,000 32,000 28,292 25,000

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

企画部　商工振興課
事業実施

（予定）年度
平成27年度～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（７）

事業内容
本市の中心市街地及び商工施策基盤づくりを目的に、創業支援や販売機会の創出と賑わい創出を図る「やいま石垣さんばしマーケット」を開催
する。市内の商工、ものづくりに携わる人材の魅力発信、著名な講師の招聘で、まちづくりや地域振興を目指す体験型講座を市民や観光客向け
に開催する。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－② 商店街・中心市街地活性化ならびに商業振興事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（８）－イ

商店街・中心市街地の活性化と
商業の振興

担当部課名



予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○やいま石垣さんばしマーケット等は「随意契約」を行った
が、前年度からの事業の継続性などを考慮した結果であり、
妥当であったと考えている。
○不用額は事業費の5％以内であり、適正な規模であった。
○費目、使途ともに実施事業に必要な範囲に限定されてい
る。

○

24,996 24,996 19,997 4,999 0

今後の取り組み方針

・やいま石垣さんばしマーケットについては、創業支援、中心市街地の魅力向上の観点から、今後の石垣市役所跡地利用や美崎町再開発の進捗状況を確認しな
がら、旧離島さんばしにおける賑わい創出のため常設化を目指す。
・石垣みらいカレッジの課題のひとつであった島の土の活用（陶芸産地の形成）について、市内の陶芸作家が島の土の魅力を理解して作品に活かせる取り組みを
進める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・やいま石垣さんばしマーケットについては、これまでの調査結果を踏まえ常
設化を検討する。
・石垣みらいカレッジでは、商工分野を対象に島の手仕事、経営などをテー
マにした各講座から多くの成果「みらいの芽」を見つけることができた。受講
する市民ニーズに応えるテーマを準備できたことは評価できる。

・やいま石垣さんばしマーケットの常設化については、常設場所となる旧離島
さんばしにおける港湾計画との整合性を図る。
・石垣みらいカレッジは、実施した成果から得られた課題や社会ニーズに対
する商工施策に繋げる。

石垣市 
24,996千円 

 

一般財団法人石垣島クリエイ
ティブフラッグ 

1,496千円 
委託料 

24,996千円 

㈱SHIMAN-CHU-REPUBLIC 
10,699千円 

 やいま石垣さんばしマーケット2017業
務 （夏季分、冬季分） 

㈱ジャパンライフデザインシ
ステムズ 

9,831千円 

市制施行70周年石垣島777大学院（仮
称）事業業務 

㈱アール・ピー・アイ 
2,970千円 

やいま石垣さんばしマーケット2017広報
業務            

やいま石垣さんばしマーケット検証等ト
レンド調査業務            



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

【H30成果目標】
支援対象者の66％以上が就職

目　標
66％以上が就

職

進
捗
状
況
説
明

事業利用者は2名であったが、2名とも一般企業への就職を実現した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

27年度 28年度

3名 6名 2名

目標値
（30年度）

6名に最大6カ月（前期3カ月・後期3カ月）の
支援を実施する

目　標 3名 10名 6名

実　績

達
成
状
況
説
明

失業や傷病等で長期間常用就職の機会から離れている者に対し、一般就労への意欲を高めるために、就労訓練の作業の提供や作業
時間の調整を行い、段階的に一般就労につながるように支援を実施した。また、就職活動、就職面接、履歴書の作成等の助言を行い、
効果的な就職活動が出来るように支援を実施した。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度

求職活動の支援実施

目　標 実施

実　績 実施

目　標 提供

予算の状況の説明

支援員1名及び作業員6名（前期3カ月・後期3カ月）を見込んで予算措置を行ったが、事業利用者が少なかったため1,178
千円を減額補正した。最終的な利用者が2名であったため、さらに378千円の不用が生じた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

一時的な就労機会の提供

実　績 提供

執行率（％）(B/A) 76.3% 43.6% 84.6%

次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 1,607 1,843 1,664

B．執行済額 2,009 2,304 2,080

A．計(b+d) 2,633 5,290 2,458

(d)繰越額 0 0 0

(c)増減額(b-a) 304 0 ▲ 1,178

(b)予算現額 2,633 5,290 2,458

(a)当初予算額 2,329 5,290 3,636

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

福祉部　福祉総務課
事業実施

（予定）年度
平成27～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（７）

事業内容
失業や傷病等で長期間常用就職の機会から離れている生活困窮者に対し、一般企業での常用就職を目標として、就労の機会を提供し職業訓
練を行う。同時に就職活動の支援を行い、生活困窮からの脱却を目指す。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－③ 社会復帰支援モデル実証事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（３）－エ

福祉セーフティーネットの形成

担当部課名



予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○現業作業員（支援対象者）の選定にあたっては、他法・他
事業での対応の可否について検討し支援を実施しており、
妥当であったと考えている。
○執行残は、相談のみが9名、事業利用者が2名となったこと
によるものであり、予算規模は適正であったと考えている。
○費目・使途については、支出時に審査を実施しており、目
的に即し必要なものであったと判断する。

○

2,080 2,080 1,664 416 0

今後の取り組み方針

就労定着へのフォローアップとして、支援終了後にハローワーク所管の「求職者支援訓練」（パソコン基礎簿記科・介護福祉士実務者研修科等）に繋ぐことにより、
スキルアップを図ることが可能となるため、「社会復帰支援モデル実証事業」と「求職者支援訓練」とを連動させ、就労定着を実現する。
また、仲介役となる関係機関から相談を受けた者を本事業利用に繋げる試みとして、相談支援員の資質向上を図るため、「子ども若者みらい相談プラザ
SORAE」の支援員・臨床心理士から対象者へのアプローチの手法・注意点などの指導を受ける。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

支援対象者2名とも一般企業への就職を実現したが、傷病等の理由で2名と
も早期離職を余儀なくされており、就労定着の困難さを示す結果となった。
また、事業利用者は2名であったが、相談を受けながら利用に繋がらなかっ
た者が9名おり、潜在的なニーズはあると思われる。

支援対象者が一般企業等へ就職した後も、就労定着へ向けてのフォロー
アップを行う。
また、相談者との仲介役となる関係機関との連携を強化し、潜在的なニーズ
の発見、掘り起こしに努め、本事業の利用に繋げる。

石垣市 
2,080千円 

賃金 
1,856千円 

賃金職員賃金 
1,575千円 

作業員賃金 
281千円 

共済費 
218千円 

事務費 
6千円 

 
消耗品費 

現業作業員2名 

支援員1名（12ヶ月） 
社会保険料事業所負担分 

支援員1名（12ヶ月） 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

-12人 ‐

進
捗
状
況
説
明

・平成29年度は12人の社会減となった。
・保育士を対象とした移住体験ツアーを2回実施し、計8名の参加者があった。事後アンケートを実施した結果、7名の参加者が満足したと
の回答であった。
・東京や大阪などで開催された移住フェアに石垣市のブースを出展し、計61件の移住相談に対応した。
・5回のマッチングイベントを開催し、23組のカップルが成立した。

88%

目標値
（　年度）

人口の社会増減　平成32年度以降±0以上
目　標 － ‐

実　績

達
成
状
況
説
明

・石垣市移住・定住支援協議会を2回開催し、石垣市移住・定住支援計画に基づいた支援施策の具体的な取り組み内容の検討及び総括
を行った。
・移住支援プロモーションについては、移住フェアに6回出展した。
・5回のマッチングイベントを開催した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

移住支援プロモーションの実施

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

目　標 設立 実施

実　績 設立 実施

予算の状況の説明
不用額は、県外で実施される移住フェアへの出展に係る旅費や使用料等の一部が沖縄県移住定住促進事業での支出
となったことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

官民連携の協議会の実施

執行率（％）(B/A) 87.1% 82.8%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 11,531 7,870

B．執行済額 14,414 9,839

A．計(b+d) 16,550 11,880

(d)繰越額 － －

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 16,550 11,880

(a)当初予算額 16,550 11,880

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

予
算
の
状
況

企画部　企画政策課
事業実施

（予定）年度
平成28～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（７）

事業内容 移住・定住を支援するプロモーション活動を効果的に実施し、移住者受入に係る連携体制の構築を図る。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－④ 南ぬ島移住・定住支援プロジェクト事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１２）－エ

離島を支える多様な人材の育成

担当部課名

マッチングイベントの実施

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

移住体験イベント（ツアー）の満足度
目　標 80％以上

実　績

移住フェア等における相談件数
目　標 30件以上

実　績 61件

島外在住と島内在住者とのマッチング（婚
活）イベントによるカップル成立数

目　標 10組以上

実　績 23組



○委託事業者はプロポーザルで選定しており、妥当である。
○業務の一部を他事業において実施したが、それ以外につ
いては不用額は入札残等であり、適正であった。
○費目、使途については、目的に即し、必要なものであった
と判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。

9,839 9,839 7,870 1,969 0

・移住フェアへの出展、移住ガイドブック、移住・定住ポータルサイト等を活用し、移住者が定住に繋がるように支援を行う。
・移住体験ツアーは、不足している人材（介護、医療関係）を対象に実施し、移住後のフォローも視野に入れた支援を行う。
・移住フェアでは、会場での配布資料（暮らしの便利帳、移住ガイドブック、各種補助事業の案内等）を充実させ、一人でも多くの移住希望者に情報提供ができる
ように努める。
・マッチングイベントについては、市のＨＰ、移住・定住ポータルサイト、地元新聞等を活用して周知を行い、参加しやすい雰囲気を醸成する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・移住・定住促進の取組を開始したことにより、社会減の人数は減少してきて
いる。
・移住体験ツアーに参加した保育士1名が、平成29年度内に本市への移住を
実現させた。
・移住フェアにおいて、本市のブースは移住希望者の関心が高く、常に移住
相談に応対している状態であった。
・マッチングイベントについては、地元の参加者の確保に苦慮した。

・社会増に転じられるよう、引き続き、Ｕターンのほか、Ｉターン、Ｊターン、孫
ターン等の支援に取り組む。
・移住者が定住に繋がるように、移住後のフォローを行っていく。
・引き続き、移住フェアには複数名で参加し、移住希望者からの相談に数多く
対応出来る体制とする。
・マッチングイベントの実施については、事前の広報等に力を入れる。

今後の取り組み方針

石垣市 
9,839千円 

 

㈱ツヴァイ 
4,000千円 石垣市美ら島婚活事業運営業務委託 

事務費 
802千円 

委託料 
9,037千円 

（社）しまのわ 
1,037千円 

報償費、旅費、役務
費 

㈱電通 
2,000千円 

丸正印刷㈱ 
2,000千円 

石垣市移住体験ツアー業務委託 

石垣市移住ガイドブック及び 
企業ガイドブック制作業務委託 

世界一提出困難な婚姻届提出ツアー 
ＰＶ作成業務委託 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　□後年度（　　年度）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－⑤ 川平子育て支援施設整備促進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（２）－イ

地域における子育て支援の充実

担当部課名 福祉部　児童家庭課
事業実施

（予定）年度
平成29～31年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（７）

事業内容 川平保育所とわかば幼稚園を併合し、石垣島西部の子育て支援の拠点としての施設整備をするにあたり、基本構想、基本計画を策定する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 6,709

(b)予算現額 6,426

(c)増減額(b-a) ▲ 283

(d)繰越額 －

A．計(b+d) 6,426

B．執行済額 6,426

うち交付金充当額 5,140

次年度繰越額 0

執行率（％）(B/A) 100.0%

予算の状況の説明 減額は、入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

基本構想・基本計画の策定

目　標 策定

実　績 策定

実　績

達
成
状
況
説
明

石垣島西部の子育て支援の拠点としての施設整備に係る、基本構想、基本計画を策定業務委託を行った。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度

完了

目標値
（　年度）

基本構想・基本計画の策定完了

目　標 完了

進
捗
状
況
説
明

石垣島西部の子育て支援の拠点としての施設整備に係る、基本構想、基本計画を策定が完了した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

30年度 31年度



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

子育て支援施設については、整備予定の地域をはじめ、保護者等へ支援の
内容について十分な説明が必要である。

当該施設に係る具体的な設計等について、地域及び保護者への説明を丁寧
に行うことで合意形成を図り、ニーズに寄り添った施設整備を目指す。

今後の取り組み方針

本事業で策定した基本構想・基本計画に則り、施設整備に向けて実施設計等を推進する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

6,426 6,426 5,140 1,286 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は指名競争入札で選定しており、妥当であっ
たと考えている。
○不用額は事業費の５％以内であり適正な規模であった。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 
6,426千円 

 

委託料 
6,426千円 

株式会社 国建 
6,426千円 

基本構想・基本計画作成委託 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－⑥ 離島保育士確保総合対策事業 沖縄２１世紀ビジョ
ン

基本計画該当箇所

第３章－２－（２）－イ

地域における子育て支援の
充実

担当部課名 福祉部　児童家庭課
事業実施

（予定）年度
平成28～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（７）

事業内容
待機児童解消に必要な保育士を確保するために、保育所等が実施する取り組みについて支援を行うことで、保育士の新規確保を
図る。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 18,950 20,560

(b)予算現額 20,471 28,860

(c)増減額(b-a) 1,521 8,300

(d)繰越額 － －

A．計(b+d) 20,471 28,860

B．執行済額 12,309 28,583

うち交付金充当額 9,847 22,866

次年度繰越額 0 0

執行率（％）(B/A) 60.1% 99.0%

予算の状況の説明
合同就職説明会ツアー事業を追加するため300千円を増額、保育士向け補助金の不足が見込まれたことか
ら8,000千円を増額した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

島外保育士の渡航費・転居費等の支援
潜在保育士の再就職の支援
未就学児をもつ保育士の再就職の支援

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

石垣島内での保育士養成課程の実施に
関する専門学校への支援の実施

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

合同就職説明会ツアーの実施

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

・石垣市内で働く保育士を確保するために、61人に対して補助金を交付した。
・石垣島内での保育士養成課程の実施に関する専門学校への支援を行い、13人が入学した。
・合同就職説明会ツア－を開催し、10人が参加。うち、4人が新たに本市にて保育士として就職した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（30年度）

本事業により増加した保育士による受け
入れ可能園児数

目　標 300人以上

実　績 385人

【H30成果目標】
本事業により増加した保育士による受入
可能園児数：158人増

目　標 158人増

進
捗
状
況
説
明

保育士を確保できたことにより、新たに9園が開園し、受入可能園児数が385人増加した。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

平成28年度より島外からの保育士確保を推進しているが、全国的に保
育士が不足している状況であり、本市においても、まだ待機児童解消に
必要な人数が確保できていない状況である。受け入れ可能園児数の実
績値が当初目標値を上回っているのは、新規開園予定施設が本事業
を活用し、当初の想定よりも多くの保育士を確保することができ、予定
通り開園したためである。

引き続き本事業の活用を促すとともに、平成29年度から開校した保
育士養成校の入学者数が定員数を満たしていないため、定員数の入
学希望者を安定的に確保し、保育士確保に取り組む。

今後の取り組み方針

ＨＰや各保育園等の求人情報に市の支援制度を掲載するなど、市外からの保育士確保を引き続き推進する。
また、保育士養成校の定員数を確保するため、事業の周知を進め、生徒の獲得に努めていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業
費

交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

28,583 28,583 22,866 5,717 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○補助金交付対象を交付要綱に定めており、妥当である
と考えている。
○不用額は事業費の5％以内であり、適正な規模であっ
た。
○政策的観点から、必要な経費についてのみを支援して
おり、妥当な補助内容であった。
○旅費等の必要経費のみに充当されており、妥当である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 

28,583千円 

島外保育士誘致支援事業 

個人 45件 

21,000千円 

保育士養成校支援補助金 

学校法人 大庭学園 
2,500千円 

補助金 
28,208千円 

潜在保育士再就職支援事業 

個人 15件 

4,500千円 

未就学児をもつ保育士再就職支援 

個人 1件 

208千円 

需要費 
75千円 

大浜印刷 
25千円 

8823堂 
49,920円 

委託料 
300千円 

沖縄県学童・保育支援セン
ター 

300千円 

島外保育士誘致支援
補助金 

復職準備支援補助金 

保育料負担軽減補助
金 

保育士養成校支援補
助金 

広報用はがき印刷 

広報用ポスター・ 
チラシ印刷 

保育所見学ツアー・合
同就職説明会事業委



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

実　績 濃厚飼料費補助の実施 濃厚飼料費補助の実施

達
成
状
況
説
明

・靴底消毒については、靴底消毒マットを設置し、ウイルス侵入リスクの低減を図った。
・優良母牛の導入については、87頭を導入し更新を図った。
・淘汰牛については、経産牛家畜セリにおける経産牛生体価格の高騰が継続し、本事業での淘汰が目標頭数を下回っている。
・広告電光掲示については、石垣牛を周知するため、電光掲示板を設置した。
・殺虫剤塗布の補助については、目標通り16,000頭に塗布した。
・濃厚飼料費については、270頭分の目標に対し、267頭分（進捗率99％）の飼料費補助を行った。

殺虫剤塗布費用補助実
施

殺虫剤塗布費用補助実
施

殺虫剤塗布費用補助実
施

優良肥育素牛への補助実施

目　標
濃厚飼料費の補

助
濃厚飼料費の

補助

電光掲示広告の実施 電光掲示広告の実施 電光掲示広告の実施

殺虫剤購入の補助

目　標
殺虫剤塗布費用

の補助
殺虫剤塗布費用

の補助
殺虫剤塗布費

用の補助

実　績

母牛淘汰実施 母牛淘汰実施

石垣牛広告を電光掲示

目　標
電光掲示広告の実

施
電光掲示広告の

実施
電光掲示広告の

実施
電光掲示広告

の実施

実　績 電光掲示広告の実施

母牛導入実施

高齢母牛淘汰の補助

目　標 高齢母牛の淘汰 高齢母牛の淘汰 高齢母牛の淘汰
高齢母牛の淘

汰

実　績 母牛淘汰実施 母牛淘汰実施

優良母牛導入の補助

目　標 優良母牛の導入 優良母牛の導入 優良母牛の導入 優良母牛の導入

実　績 母牛導入実施 母牛導入実施 母牛導入実施

目　標 消毒マット設置 消毒マット設置 消毒マット設置 消毒マット設置

実　績 消毒マット設置 消毒マット設置 消毒マット設置 消毒マット設置

予算の状況の説明 不用額は、高齢繁殖母牛早期淘汰促進事業の実績が112頭（目標150頭）となったこと等によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

靴底消毒の実施（空港、離島ターミナル）

執行率（％）(B/A) 74.7% 69.4% 76.3% 96.0%

次年度繰越額 12,000 － 0 0

うち交付金充当額 35,726 7,200 37,106 42,450

B．執行済額 45,326 8,332 46,383 53,063

A．計(b+d) 60,678 12,000 60,751 55,251

(d)繰越額 － 12,000 － －

－ 60,751 55,251

(c)増減額(b-a) ▲ 4,000 － 9,000 0

30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 64,678 － 51,751 55,251

(b)予算現額 60,678

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　27年度 27年度（繰越） 28年度 29年度

農林水産部　畜産課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（６）

事業内容
肉用牛繁殖農家に対して優良繁殖雌牛の導入費用や淘汰費用の一部を助成し母牛群の更新・改良を図る。また、口蹄疫等の家畜伝染病を未
然に防止するため、空港、港湾での靴底消毒を徹底し水際対策を強化する。その他害虫の駆除や石垣牛の宣伝及び増頭支援など、肉用牛生
産を一体的に推進する。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－① ”石垣産の牛”生産推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ア

おきなわブランドの確立と生産供
給体制の整備

担当部課名



( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) (　　　　　　　　　）) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) (　　　　　　　　　） ( ) ( )

今後の取り組み方針

・①ウィルスの侵入は石垣牛ブランドに多大な影響を及ぼすため、島内入口での消毒を徹底して行う。
・②③優良母牛導入補助や高齢母牛淘汰補助、濃厚資料費補助については、過去の実績などからニーズの見極めを行い、事業規模の検討を行う。
・④島内の飲食店等の需要に対応できるよう、生産農家の生産量や体制を分析・改善して供給量の増加に取り組んでいく。
・⑤害虫対策補助については、地域全体の飼養環境及び生産性向上に資するため、夏場に実施できるように取り組む。

【H30成果目標】
①平均出荷頭数：543頭/月
②伝染病等にかかった頭数：0頭
③石垣牛平均販売額：1,400千円以上

目　標
①543頭/月

②0頭
③1,400千円以上

進
捗
状
況
説
明

・空港等での靴底消毒実施により、家畜伝染病侵入リスク低減が図られた。
・緊急優良母牛更新事業での優良母牛の導入及び高齢繁殖母牛早期淘汰促進事業での高齢母牛淘汰により、一部目標頭数に達しな
かったが地域内母牛群の改良は進んだ。
・空港到着ロビーでの広告掲示により、ブランド力の向上が図れた。
・白血病等の家畜疾病感染リスクの低減が図られた。
・島内出荷を前提に肥育される産肉能力資質の高い子牛が確保できた。

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・①入域観光客数の増加に伴い、ウィルスの侵入リスクが高まっている。
・②近年の子牛価格の高騰により、生産農家の購入予算を大幅に上回り購
入ができないという状態にある。
・③家畜セリ全体の価格高騰が続き高齢母牛を淘汰する農家が少ない中、
周知活動の成果が出て約75％の進捗率に繋がった。
・④石垣牛が広く知れ渡ることにより肥育牛の消費拡大が続いている。一方
で、観光客を対象とした焼肉店などの飲食店の増加により、慢性的な品薄状
態となっている。
・⑤補助先のバイチコールの発注遅れにより、ハエの活動が盛んな夏場では
なく、2月に農家への引き渡しとなった。

・①引き続き、委託先と連携しウィルスの侵入リスク低減を図る。
・②家畜セリ価格は、年末から年始にかけて高騰する傾向にあるため、比較
的安い夏場での購入を農家へ促していく。
・③地域内高齢母牛の淘汰と更新について、毎年夏頃に出る和牛改良デー
ターの結果を基に事業規模等を検討する。
・④島内消費の促進及び希少価値の高いブランド力向上を図ると同時に、島
内の需要と供給のバランスを検討する。
・⑤発注先との情報連携の徹底を図る。

実　績 63頭 267頭
島内保留優良肥育素牛育成

目　標 180頭 270頭

実　績 5,572頭 16,500頭 26,000頭
殺虫剤塗布

目　標 5,000頭 12,500頭12,500頭

実　績 周知 周知 周知
石垣牛ブランドの周知

目　標 周知 周知 周知

実　績 90頭 90頭 112頭

115頭 99頭 87頭

高齢母牛淘汰
目　標 200頭 250頭 150頭

低減

優良母牛導入
目　標 80頭 100頭 90頭

実　績

29年度
目標値

（30年度）

口蹄疫等の侵入リスク低減（発生がないこ
と）

目　標 低減 低減 低減

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度

低減 低減



○委託業務は随意契約となっているが、当該業務は巡回点検が必
要であり、またセキュリティの観点から当該施設に常駐する清掃業
者等への委託に限定されるためである。また、補助金交付対象を
交付要綱にて定めおり、妥当である。
○不用額は、事業費の5％以内であり適性な規模であった。
○元々受益者負担があり、一部補助であるので、妥当であると考
える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目的に
即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

109,874 53,063 42,450 10,613 56,811

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

石垣市 
53,063千円 

有限会社 バンナ他 
260千円 

需用費 
260千円 

家畜等伝染病対策支援事業
に係る空港靴底消毒マット管

委託料 
5,437千円 

沖縄ビル・メンテナンス 
㈱八重山営業所 

4,188千円 

補助金 
47,367千円 

農家負担分        
（交付対象外経費）53,690千円 

JAおきなわ 
26,069千円 

家畜等伝染病対策支援事業
に係る消毒液、靴底消毒マッ

肉用牛害虫対策補助事業           
4,810千円 

㈱八重山食肉センター 

2,240千円 

高齢繁殖母牛早期淘
汰促進事業            
2,240千円 

ＪＡ石垣牛肥育部会 
898千円 

石垣牛販促宣伝事業           
898千円 

石垣島和牛改良組合 

4,810千円 

JA負担分 
（交付対象外経費）138千円 

 緊急優良母牛更新事
業補助金 

高齢繁殖簿牛早期淘汰
促進事業補助金 

肉用牛害虫対策補助金 

畜産団体育生補助金 

緊急優良母牛更新事
業          

26,069千円 

農家負担分 
（交付対象外経費）2,982千円 

優良肥育素牛育成補助事

業           

八重山食肉センター  

13,350千円 
 優良肥育素牛育成補助

事業補助金 

（公）石垣市シルバー
人材センター 
1,249千円 

家畜等伝染病対策支援事業に係
る 

離島フェリーターミナル靴底消毒



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
生鮮水産物出荷量に占める沖縄本島への
出荷割合：28%

目　標 28%

進
捗
状
況
説
明

生鮮水産物の輸送量目標の120,127ｋｇに対して115,711ｋｇの実績となり、4,416ｋｇ計画を下回った。その原因は、冬場の時化等で出漁日
数が減少し、生鮮水産物の輸送量が減となったためである。

実　績 98,683ｋｇ 110,213ｋｇ 115,711ｋｇ

生鮮水産物の輸送費（沖縄本島）：120,127
ｋｇ

目　標 132,563ｋｇ 120,127ｋｇ 120,127ｋｇ

達
成
状
況
説
明

平成29年度の生鮮水産物輸送支援115,711ｋｇを沖縄本島まで実施し、陸路なみの輸送支援がなされた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（30年度）

目　標 実施 実施 実施 実施

実　績 完了 完了 完了 完了

予算の状況の説明
事業計画通り執行している。不用額の要因としては、冬場の海況不良等の影響で水揚げが減少し、生鮮水産物の輸送
量が減少したためである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

生鮮水産物の輸送支援（沖縄本島）の実施

執行率（％）(B/A) 0.5% 99.9% 100.0% 91.7% 96.4%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 15 1,057 868 969 1,018

B．執行済額 19 1,321 1,086 1,212 1,273

A．計(b+d) 3,850 1,322 1,086 1,322 1,321

(d)繰越額 － － － － －

1,322 1,086 1,322 1,321

(c)増減額(b-a) 1 ▲ 14,074 ▲ 373 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 3,849 15,396 1,459 1,322 1,321

(b)予算現額 3,850

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

農林水産部　水産課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（６）

事業内容 生鮮水産物の生産量の増加に向け、石垣市から沖縄本島への出荷する生鮮水産物の輸送費が、陸路なみの輸送費となるよう、支援を行う。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－③ 生鮮水産物流通条件不利性解消事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－イ

流通・販売・加工対策の強化

担当部課名



○補助金交付対象を交付要綱にて定めており、妥当であ
る。
○不用額は、事業費の5％以内であり適性な規模であった。
○元々受益者負担があり、一部補助であるので、妥当であ
ると考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

1,273 1,273 1,018 255 0

今後の取り組み方針

引き続き、生鮮水産物の生産量の増加に向け、石垣市から沖縄本島へ出荷する生鮮水産物が陸路なみの輸送費となるように支援を行い、早期の漁業者の経営
安定化及び漁業所得向上の実現に取組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

昨年度、一昨年度を上回る輸送量となったが、冬場の時化等による影響を
受け、目標値を若干下回る結果となった。

時化の影響による漁獲量の増減はやむを得ないが、漁獲量に応じた島外へ
の生鮮水産物出荷を促進するため、引き続き支援等に取り組む。

補助金 
1,273千円 

八重山漁業協同組合 
1,273千円 

石垣市 
1,273千円 生鮮水産物流通条件不利性解

消事業に係る補助金 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
情報発信拠点施設への来場者数：5,000人

目　標 5,000人

進
捗
状
況
説
明

・ｱﾝﾃﾅﾚｽﾄﾗﾝ　「離島24°」を拠点として、島で生産された農水産食材を使ったランチ及びディナーメニューを提供し、生産・マーケティン
グ及び販売体制の構築を図った。
・「離島24°」において年間を通して島食材メニューを提供し、都内飲食店や仲卸への食材等の販路を開拓を目指したが、今年度中の販
路契約には結びつかなかった。

実　績 0ヵ所

石垣島12カ月ブランドプロジェクト等の実施
効果として新たな販路先の開拓

目　標 3ヵ所

実　績 店舗設置

30年度 31年度
目標値

（30年度）

生産・マーケティング及び販売支援体制構
築（人材確保及びプラットフォーム構築）

目　標 店舗設置

達
成
状
況
説
明

・東京都港区西麻布にて、石垣島の食材を活用した飲食店（ｱﾝﾃﾅﾚｽﾄﾗﾝ「離島24°」）を開設した。
・同店舗において、12カ月を通して島の食材を提供し、年中味わえるメニューを20品目以上開発した。
・東京ビックサイトで開催された、全国ご当地どんぶり選手権に「石垣島･山海マグロねばり丼」を出品した。また、岡崎市にて、石垣島の
香りがやって来る「石垣市の観光と物産展」を開催した。
・6/1のパイン（ボゴール、ソフトタッチ）の日にあわせて、市内スーパー等で試食会を開催した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度

島内販売（地産地消・直売）推進プロジェク
トの実施

目　標 実施

実　績 実施

主要都市生産物販売キャラバン（仮称）の
実施

目　標 実施

実　績 実施

石垣島12カ月ブランドプロジェクト（仮称）の
実施

目　標 実施

実　績 実施

目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明 当初の計画通り、事業実施（プロモーション等）ができた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

生産・マーケティング及び販売支援体制構
築プロジェクト（仮称）の実施

執行率（％）(B/A) 94.6% 98.1% 99.3%

次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 3,675 12,561 15,894

B．執行済額 4,595 15,702 19,868

A．計(b+d) 4,856 16,009 20,011

(d)繰越額 － － －

16,009 20,011

(c)増減額(b-a) 0 0 0

31年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 4,856 16,009 20,011

(b)予算現額 4,856

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　27年度 28年度 29年度 30年度

農林水産部　農政経済課
事業実施

（予定）年度
平成27～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（６）

事業内容
平成28年に立案した戦略プランの視点をふまえ、石垣島の農産物を実儒者や消費者に直にプロモーションするため、国内最大の消費地である
東京都内に常設の拠点を設け、農産物のプロモーション、PR、生産者・産地の情報発信、生産地（者）と消費地（者）との交流、商談活動を行うこ
とで、認知度及びブランド力向上、販路開拓、販売促進、市場調査やテストマーケティングのプロセスから出荷額の向上を図る。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－④ 農水産物プロモーション事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）―ア

おきなわブランドの確立と生産供
給体制の整備

担当部課名



石垣市

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

㈱　博報堂
3,337千円

　農水産物プロモーション情報発信
支援ツール制作業務

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○随意契約であるが、業務内容に応じて選定された事業者
であり適切である。
○不用額は事業費の5％以内であり適正な規模であった。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

19,868千円
㈱　石垣市経済振興公社

15,662千円

　石垣島農水産物プロモーションン
拠点設置並びに企画運営業務（食
材の選定、）

委託料
18,999千円

旅費 職員旅費
　
　プロモーション活動現場等で、職
員も立ち合うための旅費　869千円 　869千円

19,867 19,867 15,894 3,973 0

今後の取り組み方針

・業務委託先である石垣市経済公社と連携し、島内での食材調達を行い、搬送経費等のコスト削減方法について検討・改善を行う。
・東京でのプロモーションを実施する委託業者や石垣島ハウスを今後オペレーションしていく業者と協業しながら、石垣島食材ブランドの開発を業者間の垣根を越
えて推進するスキームを構築する。また、東京都内で沖縄食材を扱う事業者へ石垣島食材のプロモーションを行い、販路を拡大していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・東京への輸送コストと安定した商品供給が課題である。
・販路拡大については、石垣島の食材の知名度アップや石垣島ファンの掘り
起しが課題である。

・食材調達、搬送経費等のコスト削減方法について検討を行う。
・沖縄食材を既に扱っている事業者等との連携を強化し、新たな販路先開拓
を図る。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標の設定】
本事業の調査結果を基に、事業の創出の
可能性を検証していく。

目　標
事業の創出の
可能性を検証
する

進
捗
状
況
説
明

・スジアラの消費地である香港での市場調査において、祝宴等のメニューとして消費されることが多く、婚礼シーズンには天然魚だけで
の調達が難しく需要期に相場の高騰がみられる。養殖魚は色も味もよいが、活魚での納入が求められている。
・想定した事業モデルでは、需要期に合わせた安定供給で付加価値販売を実現することで、減価償却を考慮しても十分な利益を確保で
きることが試算された。

実　績 完了

基本設計策定完了

目　標 完了

達
成
状
況
説
明

スジアラの陸上養殖の基本設計を行うとともに、事業の採算性を検証するため、スジアラの国内外市場調査を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 .30年度 31年度

目標値
（　年度）

目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明 計画どおり執行した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

基本設計策定、スジアラの国内外市場調
査

執行率（％）(B/A) 98.4%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 7,862

B．執行済額 9,828

A．計(b+d) 9,989

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) 0

33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 9,989

(b)予算現額 9,989

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度

農林水産部　水産課
事業実施

（予定）年度
平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（６）

事業内容
石垣市は海洋都市いしがきを目指しており、様々な養殖業が盛んである。新たな石垣ブランドの開拓を図るため、沖縄県三大高級魚スジアラ陸
上養殖整備に向けた基本設計を行う。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5-⑤ 石垣市スジアラ養殖産業創出事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－(７)－カ

亜熱帯・島しょ性に適合した農林
水産業の基盤整備

担当部課名



○委託業者は指名競争入札により選定しており、妥当であっ
た。
○業者からの見積もりを参考にしており、仕様書に沿った適
正な規模となっている。
○委託業者による報告の際に、真に必要なものに限定され
ていることを確認している。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

9,828 9,828 7,862 1,966 0

今後の取り組み方針

スジアラ陸上養殖の事業化調査と基本設計業務の報告を受け、国内も含めた消費地の市場開拓を行うとともに、亜熱帯センター等の関係団体と引き続き陸上養
殖という新たな事業創出の可能性を検証していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・養殖施設整備後、概ね３年後の販売開始という経過をたどることから、スジ
アラの商業生産開始までに関係団体との協力体制を構築する必要がある。

スジアラ陸上養殖の技術的サポートを受ける亜熱帯センターと事業体との関
係や連携のあり方を含め、事業の円滑な立ち上げを念頭においた事業計画
の詳細な検討を行う。

 
 
 
 
 
 
 
 

              

石垣市 

9,828千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

委託料 
9,828千円 

一般社団法人 

漁港漁場漁村総合研究所                
9,828千円 

 
スジアラ陸上養殖場事業化調
査及び基本設計業務委託 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

展示即売会、石垣マグロ解体ショー、フラワーデモンストレーション、沖夢紫ロールモンブランづくり、農場めぐりなどを開催し、目標を大き
く上回る市民や観光客が来場した。

実　績 1,500名

コンテスト、体験コーナー、取組紹介ブース
の来場者数

目　標 500名

達
成
状
況
説
明

平成30年2月25日に「特産島ごちそう祭」を石垣市健康福祉センターをメイン会場として開催した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

目　標 開催

実　績 開催

予算の状況の説明 当初の計画どおり執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

いしがき食と農のフェスティバルの開催

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 4,800

B．執行済額 6,000

A．計(b+d) 6,000

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) 0

33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 6,000

(b)予算現額 6,000

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度

農林水産部　農政経済課
事業実施

（予定）年度
 平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（６）

事業内容
いしがきの新鮮で良質な農林水産物や加工品などを島内外に紹介・販売する機会を創出するため、島産品の品評会をはじめ、各種コンテストや
試飲食、即売会、圃場見学会を開催する。また、花や食に触れることのできる体験コーナーのほか、６次産業化の内容や取り組み事例の紹介を
行う。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－⑥ いしがき食と農のフェスティバル事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）―ア

おきなわブランドの確立と生産供
給体制の整備

担当部課名



石垣市

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○随意契約であるが、業務内容に応じて選定された事業者
であり適切である。
○不用額は事業費の5％以内であり適正な規模であった。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

6,000千円 委託料
6,000千円

㈱　博報堂
　いしがき食と農のフェスティバル企画・運営　業務

6,000千円

6,000 6,000 4,800 1,200 0

今後の取り組み方針

スポンサー制や合同出資により開催されている産業まつりや、石垣島まつり、食育イベント等とのコラボレーションによる開催などを検討し、本事業の取組を継続
する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

継続開催を行うためには、財源確保等の課題があり、スポンサー制や合同
出資という形態での開催について検討が必要である。

スポンサー制や合同出資という形態での開催に向けて検討する。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（　　年度）

進
捗
状
況
説
明

補助の実施により、八重山漁業協同組合所属船27隻が漁船用衛星船舶電話通信機器を設置することができた。

実　績 完了

衛星船舶電話通信機器設置の完了

目　標 完了

達
成
状
況
説
明

漁業者の安全確保を図るため、漁船用衛星船舶電話通信機器の設置補助を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明
当初は、24隻の漁船に衛星電話の設置を計画していたが、計画変更により3隻追加し27隻としたため増額したもの。
不用額2,029千円は、入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

漁船用衛星船舶電話通信機器設置支援の
実施

執行率（％）(B/A) 100.0% 89.5%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 12,826 13,888

B．執行済額 16,034 17,360

A．計(b+d) 16,034 19,389

(d)繰越額 － －

19,389

(c)増減額(b-a) 3,560 2,153

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 12,474 17,236

(b)予算現額 16,034

事業内容
漁船への衛星電話を設置することにより、緊急時における漁協及び漁業者間の連絡体制を構築し、漁業者の人命・財産の保全、安全操業環境
の確保を図る。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

第３章－３－（７）－エ

農林漁業の担い手の育成・確保
及び経営安定対策等の強化

担当部課名 農林水産部　水産課
事業実施

（予定）年度
平成25～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（６）

【H30成果目標】
漁業者と連絡をとることが可能であることを
敵的に検証することで、緊急時の通信手段
の確保が図られているかを確認する。

目　標
定期的に確認
し検証する

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－⑦ 漁船用衛星船舶電話通信機器設置補助事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所



○補助先は交付要綱にて定めており、妥当である。
○見積書により算出しており、適正であると考える。
○2割を受益者が負担しているので、妥当であると考える。
○費目・使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

21,700 17,360 13,888 3,472 4,340

今後の取り組み方針

新たな漁船用衛星船舶電話通信機器の設置要望に対応できるよう、今後も必要に応じ漁船用衛星船舶電話通信機器設置補助事業を実施し、緊急時の連絡手
段等の確保により、漁船の安全操業環境の確保を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

当初申請時点では、24隻分の衛星電話の設置を計画していたが、申請以降
に3隻の漁船所有者が自己負担等の対応が可能となり、27隻に漁船用衛星
船舶電話通信機器を設置することができた。

衛星電話が未設置の漁船所有者に対し、補助制度を活用した衛星電話利用
者との意見交換等を通じて、安全操業のためには衛星電話が必要であると
の意識改革を図る。

石垣市  
17,360千円 

 
補助金 

17,360千円 
 

八重山漁業協同組合 
17,360千円 

漁船用衛星船舶電話通信機器
設置補助事業に係る補助金 27

組合員負担分（交付 
対象外経費）4,340千円 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（33年度）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－① 防災体制整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（４）－イ

災害に強い県土づくりと防災体
制の強化

担当部課名 総務部防災危機管理室
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１０－（２）

事業内容
地震や津波などの自然災害に強いまちづくりを推進するため、防災無線未整備地区や難聴地区への整備及び改善を図る。また、住民等の避難
行動、災害応急対応、災害復旧復興等の諸活動を円滑に推進するための仕組みを整備する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 34,855 33,852 21,306 32,200 17,050

(b)予算現額 34,855 33,852 20,996 32,200 29,925

(c)増減額(b-a) 0 0 ▲ 310 0 12,875

(d)繰越額 － － － － －

A．計(b+d) 34,855 33,852 20,996 32,200 29,925

B．執行済額 33,816 31,351 20,868 29,193 29,762

うち交付金充当額 27,053 25,081 16,694 23,355 23,809

次年度繰越額 0 0 0 0 0

執行率（％）(B/A) 97.0% 92.6% 99.4% 90.7% 99.5%

予算の状況の説明 不用額163千円については、委託や工事請負費の入札残である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

防災行政無線整備
目　標 整備

実　績 整備

避難所開設備品の整備
目　標 整備

実　績 整備

達
成
状
況
説
明

・防災行政無線難聴地区に、防災行政無線2基を整備した。
・3箇所の津波避難ビルに、避難ビル表示標識を設置した。
・収容避難所に、間仕切りや簡易トイレ、毛布等の避難所開設備品を整備した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度 29年度 30年度

目標値
（33年度）

防災行政無線整備の完了
目　標 完了 完了

実　績 完了 完了

津波避難ビル標識整備の完了
目　標 完了 完了

実　績 完了 完了

避難所開設備品の整備
目　標 33%

実　績 33%

進
捗
状
況
説
明

・防災行政無線の整備により、真栄里地区、大浜地区の防災情報伝達体制を構築できた。
・津波避難困難地区にある3箇所の津波避難ビルに表示標識を設置したことにより、市民等への防災力向上が図られた。
・市内25箇所の収容避難所に避難所開設備品を整備したことにより、観光客を含めた災害時要支援者への防災力向上が図られた。

実　績 整備

【H33成果目標】
防災行政無線等を活用した避難訓練の実
施（1回/年）

目　標 （1回/年）

津波避難ビル標識整備
目　標 整備



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

平成34年12月以降、現在使用しているアナログ防災無線（34基）の新スプリ
アス規格への変更対応が必要なことから、デジタル防災無線への建替えが
必要になる。
また、新石垣空港開港やクルーズ船寄航による外国人観光客の増加に伴
い、災害時における外国人観光客への防災力向上が課題となっている。

デジタル無線化が必要な防災行政無線設備については、新庁舎移転による
市街地の変化に対応した効果的な配置場所の検討を行う。
また、災害時要支援者に対応できるように避難所開設備品の拡充を検討す
る。

今後の取り組み方針

デジタル無線化については、防災情報伝達手段の拡充及び多重化、伝達効率等を考慮した場所を検討し、実施設計及び整備を進める。
また、外国人観光客や高齢者等の様々な災害時要支援者が避難する場合を想定し、避難所への備品整備を進める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

29,762 29,762 23,809 5,953 0

支出先の選定方法は妥当か。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 〇委託事業者は、指名競争入札及び随意契約で選定してい
る。随意契約を行った理由は、既存機器と同一メーカーでな
ければ使用できない設備であるため、妥当であったと考えて
いる。
〇不要額は事業費の5％以内であり適正な規模であった。
〇予算規模・費用・使途については事業目的の観点から必
要かつ適正であり、支出等に関する手続き及び書類も適切
に処理している。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇

石垣市 
29,762千円 

 

委託料 

1,458千円 
（株二基設計   1,458千円 

石垣市緊急時一斉放送システム屋外拡声
子局設計業務委託 

工事請負費 

16,002千円 

日本無線（株）   14,850千円 
石垣市緊急時一斉放送システム屋外拡声
子局整備工事 

日本無線（株）  483千円 
石垣市緊急時一斉放送システム戸別受信
機整備工事 

新里建設   669千円 津波避難ビル標識設置工事 

備品購入費 

12,301千円 

アースウィング（株） 12,301千

円 
平成29年度災害時避難所開設備品購入 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

補助を受けた保護者を対象としたアンケートの結果、全員が「子どもが島内では出来ない経験ができた」と回答した。

実　績 100%

申請した保護者へのアンケートで、児童・生
徒が島内ではできない経験をすることがで
きたとの回答割合

目　標 80%以上

達
成
状
況
説
明

市外又は県外で開催される大会等に派遣された児童生徒に補助金を支給し、保護者の負担軽減を図った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

目　標 実施 実施 実施 実施

実　績 実施 実施 実施 実施

予算の状況の説明 予算の範囲内で事業執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

県内外大会等派遣児童生徒支援

執行率（％）(B/A) 97.1% 99.6% 99.0% 100.0% 100.0%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 10,064 27,673 30,294 30,799 33,948

B．執行済額 12,580 34,592 37,868 38,499 42,435

A．計(b+d) 12,950 34,735 38,269 38,500 42,450

(d)繰越額 － － － － －

34,735 38,269 38,500 42,450

(c)増減額(b-a) 0 135 3,919 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 12,950 34,600 34,350 38,500 42,450

(b)予算現額 12,950

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

教育部　総務課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－(１)

事業内容
市外・県外で開催される大会等へ参加する際に生じる保護者負担を軽減し、離島の児童・生徒が派遣に行きやすい環境づくりを目指すため、市
が派遣費の一部を補助する。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－① 児童・生徒派遣費助成事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－(１１)－イ

生活環境基盤の整備

担当部課名



○学校・団体を通して選手や保護者に補助しており、支出先
は妥当であると考える。
○交付金の規模及び使途も適正である。
○受益者との負担関係について、市は渡航費に対して補助
し、宿泊費及びその他経費については受益者負担としてお
り、妥当な補助内容であると考える。
○旅費等の必要経費のみに充当されている。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

〇 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。

42,615 42,435 33,948 8,487 180

今後の取り組み方針

選抜選手が増えることを想定して事業費を積算し、適切な事業執行に努め、市外又は県外で開催される大会等への児童生徒の参加を促進する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

沖縄県の選抜選手に選ばれる児童・生徒が増加傾向にある。
支援対象者のうち選抜選手の占める割合が増加しているため、予算額の積
算根拠を見直す。

石垣市 

42,435千円 

補助金 

42,435千円 

学校・学校教育団体・ 

社会教育団体 

42,435千円 

派遣に係る費用の補助 
 

【補助金交付先】 
市立小中学校、県立学校、スポーツ少年団など   

全270件 

（交付対象外経費）180千円 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
平和に対する理解が深まったか（80％以
上）を含め、アンケートにより本事業の在り
方について検証する

目　標 80％以上

進
捗
状
況
説
明

・平和フォーラム等を予定通り開催し目標を達成することができた。
・平和大使として派遣された児童生徒の保護者全員が、子どもに変化があったとの回答であった。

実　績 100% 100% 100%

800人 700人 700人

派遣後、子どもに変化があったと答えた保
護者の割合

目　標 100% 100% 100%

目標値
（30年度）

平和フォーラム等参加者

目　標 800人 700人 700人

実　績

派遣

達
成
状
況
説
明

・「平和フォーラム」や｢ヒロシマ原爆展｣を開催した。
・広島・長崎への平和大使派遣については、例年通り「平和を考える｣絵画・作文の上位入賞者を派遣し、平和を考え学ぶ機会をつくるこ
とができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

広島・長崎への平和大使派遣：4名

目　標 派遣 派遣 派遣 派遣

実　績 派遣 派遣 派遣

目　標 開催 開催 開催 開催

実　績 開催 開催 開催 開催

予算の状況の説明
石垣市と広島市の共催で開催した｢ヒロシマ原爆展｣に関する講師旅費及び資料運搬費が広島市負担となったため減額
した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

平和フォーラム等開催

執行率（％）(B/A) 94.7% 77.0% 86.5% 95.0% 87.9%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 1,528 1,336 1,766 8,508 1,550

B．執行済額 1,911 1,695 2,208 10,636 1,938

A．計(b+d) 2,019 2,200 2,553 11,192 2,205

(d)繰越額 － 0 0 0 0

2,200 2,553 11,192 2,205

(c)増減額(b-a) 0 ▲ 293 ▲ 334 8,566 ▲ 815

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 2,019 2,493 2,887 2,626 3,020

(b)予算現額 2,019

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

市民保健部　平和協働推進課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
先の大戦の記憶を風化せず後世へつなぐため、、｢平和フォーラム｣等の開催や沖縄慰霊の日に｢八重山戦争マラリア犠牲者追悼式｣、｢石垣市
全戦没者追悼式並びに平和祈念式｣を行う。また、次世代を担う児童生徒を対象に平和の大切さについて考え学ぶ機会をつくる。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－② 平和推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－４－（２）－ウ

アジア・太平洋地域の安定と平和に
資する平和人権協力外交の展開

担当部課名



○支出先の選定について、旅費は事前予約等により必要最
小限の支出に努め、額の確定時において支出等に関する書
類により確認しており、適正であった。委託先は入札により
選定しており、適正であった。
○予算規模については適正であった。
○費目・使途については、事業目的達成の観点から必要な
経緯費であり、額の確定時において支出等に関する書類に
より確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

1,938 1,938 1,550 388 0

今後の取り組み方針

・両式典とも意義深いものであり、合同で行うことは困難であるが、ミスト送風機等を活用した暑さ対策を検討し高齢者でも参加しやすい環境づくりに努める。
・子ども達に平和を考える機会を提供するため、引き続き関係先との協力、連携のもと平和大使としての派遣を継続する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・慰霊の日に「マラリア犠牲者、全戦没者追悼式並びに平和祈念式」の両式
典を開催しており、熱中症を予防する暑さ対策の観点から時間の短縮化が
求められている。
・終戦から長い年月が経ち、戦争の記憶を風化させないための取組がますま
す重要になっている。

・暑さ対策として、平成29年度はミスト送風機を活用した。一定の効果が得ら
れていると考えられるため、同様の対策を引き続き検討する。
・広島・長崎への平和大使の派遣については、戦争を知らない世代である子
ども達に平和を考える機会を提供しており、今後とも関係先との協力、連携
のもと遂行していく。

石垣市 
1,938千円 

三宝堂 
80千円 

需用費 
662千円 

委託料 
441千円 

使用料及び賃借料 
46千円 

真喜良サンウェーブ 

サッカー部 
89千円 

新川ドルフィンズ 
109千円 

町田機工 
46千円 

旅費 
676千円 

事務費 
113千円 

報償費、役務費 

「マラリア犠牲者追悼式」、「全戦没
者追悼式並びに平和祈念式」にお

「マラリア犠牲者追悼式」における 
会場設営 

「マラリア犠牲者追悼式」、「全戦没
者追悼式並びに平和祈念式」にか

かるミスト送風機 

「全戦没者追悼式並びに平和祈念
式」における祭壇設置 

平和ガイド派遣及び引率 

     消耗品費、印刷製本費 

沖縄県遺族連合会 
八重山支部 

八重山戦争マラリア 
遺族会 

「ヒロシマ原爆展」における受付業務 

「ヒロシマ原爆展」における受付業
務 

アスカ工務店 
91千円 

「弾痕の残る壁」説明板製作 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

進
捗
状
況
説
明

応募者がなく人材確保に至らなかったため、心理相談・発達検査や保育所巡回を実施することができなかった。

実　績 0ヵ所

保育所巡回

目　標 29ヵ所

実　績 0件

心理相談・発達検査

目　標 100件

達
成
状
況
説
明

全国規模で臨床心理士の募集を行うため、広告会社やハローワーク・ＨＰ等を活用した広報を行った結果、問い合わせはあったが、応募
には至らなかった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（30年度）

目　標 実施

実　績 未実施

予算の状況の説明 臨床心理士の募集を行ったが、応募者がいなかったため、報酬費や渡航費・転居費等が執行残となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

臨床心理士による心理相談・保育所巡回

執行率（％）(B/A) 31.2% 12.5%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 440 259

B．執行済額 550 324

A．計(b+d) 1,763 2,595

(d)繰越額 － －

2,595

(c)増減額(b-a) 0 ▲ 5,592

32年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,763 8,187

(b)予算現額 1,763

事業内容
発達に支援が必要な「気になる子」について、乳幼児期から就労支援まで、ライフステージに応じた一貫した支援をするため、臨床心理士による
発達相談等を実施し、関係課等（保健・福祉・教育・就労）の連携を密にし、切れ目のない適切な支援を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　28年度 　29年度 　30年度 　31年度

第３章－２－(２)－ア

母子保健、小児医療対策の充実

担当部課名 市民保健部　健康福祉センター
事業実施

（予定）年度
平成28～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－(１)

【H30成果目標】
幼児健診において発達要フォロー児と判断
された幼児について、保護者が発達相談を
受ける割合80％以上

目　標 80％以上

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7-③ 石垣市発達支援システム事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所



○全国最大級の広告会社であり、宣伝効果が期待されるた
め、選定は妥当であったと考える。
○臨床心理士の確保が出来なかったために、執行は当初計
画からは大きく減額となっているが、その他の予算規模は適
正であったと考える。
○費目・使途についても、目的に即しているため、必要なも
のであると考える。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

324 324 259 65 0

今後の取り組み方針

全国に向けた募集活動を継続して行い、臨床心理士を確保し、発達相談等の実施や切れ目のない適切な支援へつなげていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

発達支援システムを構築するにあたり、臨床心理士の確保は不可欠である
が、全県的に不足しており、離島での確保はさらに困難な状況である。

インターネットを利用した広告や沖縄移住定住フェア等においてチラシを配布
するなど広報活動を行い、臨床心理士の確保に努める。

石垣市 

324千円 

       広告料 
 

324千円 

 

株式会社 マイナビ 

324千円 
 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
臨床心理士等への相談により育児・発達等
に対する不安が軽減されたか（80％以上）
を含め、保護者へのアンケートにより本事
業の在り方について検証

目　標 80％以上

進
捗
状
況
説
明

・教育相談・検査については、168件と目標値を大きく上回った。
・子育て相談では、全保護者対象にリーフレットや事前アンケートを配付し事業の周知徹底を図ったが、目標の相談件数に至っていな
い。

176件

目　標

巡回相談 55件
心理検査 33件
就学支援 80件

子育て相談件数

実　績

200件

152件

目標値
（30年度）

教育相談・検査

目　標 70件 70件

相談件数　7件
心理検査　12件

巡回相談　27件
心理検査　15件
就学支援　80件

100件 

実　績

5人

達
成
状
況
説
明

・臨床心理士の雇用については、5月より1名配置となっている。
・子育て相談員については、市内3園、農村地区2園の5園に配置し、全幼稚園で子育て相談事業を実施した。

29年度

幼稚園への子育て相談員配置

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度

180件 250件

118件

5人 5人 5人 5人

実　績 5人 5人 5人

目　標 - 2人 2人 2人

実　績 - 1人 1人 1人

予算の状況の説明 減額及び不用額は、臨床心理士の2名確保を目指していたが1名しか確保できなかったことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

臨床心理士の配置

執行率（％）(B/A) 89.5% 99.9% 73.3% 79.0% 91.9%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 3,044 4,116 4,957 7,062 6,649

B．執行済額 3,805 5,145 6,198 8,829 8,312

A．計(b+d) 4,250 5,150 8,461 11,177 9,049

(d)繰越額 － － － － －

5,150 8,461 11,177 9,049

(c)増減額(b-a) 0 0 ▲ 2,622 ▲ 1,764 ▲ 5,311

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 4,250 5,150 11,083 12,941 14,360

(b)予算現額 4,250

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

教育部　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
子育ての孤立化や心身の発達に配慮が必要な幼児児童生徒を抱える保護者の不安軽減を図るため、臨床心理士、子育て相談員を雇用し、教
育相談や子育て相談等を実施する。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－④ 気になる子のすこやかな学び支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育の
推進

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。
○嘱託職員の雇用は、公募により選考、採用している。
○事業計画の見直し等を行い事業内容の適正化を図り、必
要最小限の予算としている。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

8,312 8,312 6,649 1,663 0

今後の取り組み方針

・今後も相談件数が多くなることが予想される。関係機関と連携を強化することにより計画的な相談実施計画や相談内容に応じた適切な支援・連携に取り組む。
・地域交流子育て事業の周知徹底を図るためリーフレットや事前アンケートを配付するとともに、担当園との協議内容回数を見直し、更なる取組強化を図り目標件
数の達成を目指す。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

交付金
充当額

市町村
負担金

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・巡回相談や心理検査が増加していることから、就学相談や発達、支援方法
等で悩んでいる幼児児童生徒や教員が増加していると考えられる。
・子育て相談は、事業内容の周知不足や担当園との調整が旨くいかず訪問
回数が少なくなってしまったことにより、目標値に届かなかったと考えられる。

・障がいのある幼児児童生徒の早期支援にあたるため、臨床心理士による
巡回相談・心理検査等の計画的実施や相談者への継続的な支援を実施す
る。
・保護者が子育てについて相談しやすい環境づくりや、担当園との更なる関
係構築へ向けた取り組みの充実を図る。

石垣市 

8,312千円 

報酬 

7,566千円 
臨床心理士 

2,466千円 

○臨床心理士(1人） H29.6.6～H30.3.31 
 ・報酬 250,000円/月 

共済費 

394千円 
臨床心理士 

394千円 

○臨床心理士（1人） 
 ・社会保険料（健康保険、厚生年金、児童手当拠出金） 

費用弁償 

267千円 
子育て相談員 

22千円 

〇費用旅費 
 ・あなたに伝えたい市民講座第4回 浦添市 

子育て相談員 

5,100千円 

○子育て相談員（5人） H29.4.3～H30.3.31 
 ・報酬 85,000円/月 

需要費 

85千円 

○消耗品費 
 ・事務用品 事務用消耗品 

85千円 

臨床心理士 

102千円 

〇費用旅費 
 ・児童分析臨床研究会 広島市 

子育て相談員 

27千円 

〇費用旅費 
 ・あなたに伝えたい市民講座第5回 浦添市 

臨床心理士 

96千円 

〇費用旅費 
 ・遠距離通勤 勤務日数×日額 

子育て相談員 

20千円 

〇費用旅費 
 ・遠距離通勤 勤務日数×日額 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
①沖縄県到達度調査の全体平均正答率：
小学校60％以上、中学校50％以上
②英語が楽しいという回答をした児童生徒
の割合：80％以上

目　標

①小学校60％
以上、中学校

50％以上
②80％以上

進
捗
状
況
説
明

・児童生徒の学習意欲向上については、標準学力調査（東京書籍）i-check内にある学習習慣の項目で調査した。児童においては小2
～小6、生徒においては中1、中2からの回答を集計した結果、目標である50％以上の肯定的な評価が得られた。
・英語授業における児童・生徒の学習意欲向上については、小中学校の校長に「外国語学習支援員（ＡＬＴ）勤務評定調査書」を依頼し
て調査した。本市ALTは小・中両方に派遣している者もいるため、数値は児童生徒に分けずに1つにまとめた。各小中学校長の回答を
集計した結果、目標である50％以上の肯定的な評価が得られた。

実　績 65%

児童 78%
生徒 75%

○英語授業における児童・生徒の学習意
欲向上
・肯定的な評価をしたALT勤務評価者

目　標 50%以上

31年度
目標値

（　年度）

○児童・生徒の学習意欲向上
・i-checkにおいて肯定的な評価をした児
童・生徒

目　標 50%以上

実　績

10名派遣
10名派遣
4名招聘

達
成
状
況
説
明

・学校教育支援員を配置することにより、児童生徒の個に応じたきめ細かな学習を支援することができた。
・小学5，6年生による外国語活動が必修科目になったことに伴い、中学校だけでなく、小学校へ外国語学習支援員（ALT)を派遣するこ
とにより、コミュニケーション活動等の充実が図られた。
・学力先進地域視察研修後に、小中学校教諭の指導力、授業力向上のために校内研修や外部への公開授業等を通して、視察内容に
ついて還元することができた。また、学力先進地域より講師を招聘し、実際に本市生徒を対象に授業をしていただき、教師主導ではな
く、生徒が主体となって学習する新学習指導要領の目指す授業の姿を確認し、日頃の授業改善に生かすことができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度

小学校3名
中学校2名

学力先進地域交流研修会　派遣、招聘

目　標 10名派遣 10名派遣
10名派遣
4名招聘

実　績 10名派遣

外国語学習支援員配置数

目　標
小学校3名
中学校1名

小学校3名
中学校1名

小学校3名
中学校2名

小学校3名
中学校2名

実　績
小学校3名
中学校1名

小学校3名
中学校1名

小学校3名
中学校2名

目　標 26名 35名 33名

実　績 26名 35名 33名

予算の状況の説明
不用額は、学校教育支援員、外国語学習支援員の報酬、共済、費用弁償のほか、学力先進地域交流研修旅費の執行
残である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

学校教育支援員配置数

執行率（％）(B/A) 73.3% 99.1% 97.6% 98.0% 98.6%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 21,145 39,015 60,571 80,690 76,273

B．執行済額 26,431 48,769 75,715 100,863 95,342

A．計(b+d) 36,051 49,224 77,590 102,969 96,662

(d)繰越額 － － － － －

49,224 77,590 102,969 96,662

(c)増減額(b-a) 0 ▲ 9,530 630 ▲ 903 ▲ 589

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 36,051 58,754 76,960 103,872 97,251

(b)予算現額 36,051

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

教育部　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
本市児童生徒の学力を向上させるため、個に応じたきめ細かな学習を支援する学校教育支援員を配置、及び小学3年生から外国語活動が導
入されることに伴い外国語学習支援員（ALT)の派遣と英語指導力向上研修会を実施する。また、小中学校教諭の指導力、授業力向上のため
学力先進地域視察研修及び講師を招聘した教科研修会を実施し、児童生徒の学力向上の強化を図る。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑤ 学ぶ意欲わかる授業を推進する事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育
の推進

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○嘱託職員の雇用は、公募により選考、採用している。
○予算規模は必要経費内で執行し、事業内容にあった適
正な規模であった。
○費目、使途については実施前に精査しており、目的に即
し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

95,342 95,342 76,273 19,069 0

今後の取り組み方針

・学校教育支援員を対象とした研修会を年2回（8月、12月）実施し、学校教育支援員の質の向上と支援改善の充実を図る。支援の質の向上と支援改善について
は、各学校における効果的な取組の発表と情報交換の場を設け今後の支援に取り組む。
・小3より外国語活動の時間が導入されたこともあり、「外国語学習を通して行う支援計画」を作成の上、各学校との連携強化により支援員の質の向上と支援改
善に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・平成29年度より「全教科・領域を通して行う支援」を示したことにより、学校
教育支援員の支援内容等となる指標が整ったことが目標達成の要因と考え
られる。
・平成28年度より取り組んた小中教諭や外国語学習支援員を対象に研修会
を開催している外部専門業者に委託した「英語指導力向上研修会」の実施に
より、外国語学習支援員の意識改善と質の向上が図られたことが目標達成
の要因と考えられる。

・概ね満足とされる数値80％以上の実現に向け、引き続き授業支援におけ
るり「全教科・領域を通して行う支援」の周知徹底を図るとともに、学校教育
支援員の質の向上と支援改善の充実を図る。
・概ね満足とされる数値80％以上の実現に向け、引き続き「英語指導力向
上研修会」を開催し、外国語学習支援員の質の向上と支援改善の充実を図
る。

石垣市 

95,342千円 

需用費 

報酬 

79,568千円 

共済費 

旅費 

2,980千円 

外国語学習支援員 

10,282千円 

外国語学習支援員 

指導主事 

448千円 

○外国語学習支援員(5人） H29.4.3～H30.3.31 

○外国語学習支援員（5人） 
 ・社会保険料（健康保険、厚生年金、児童手当拠出
金） 

○普通旅費 
 ・学力先進地域視察研修（秋田県、大分県） 
 ・指導主事 5人 

学校教育支援員 ○学校教育支援員（33人） H29.4.3～H30.3.31 

教諭 

1,321千円 

○特別旅費 
 ・学力先進地域視察研修（秋田県、大分県） 
 ・教諭 14人 

事務用消耗品 
○消耗品 
 ・事務用消耗品 
  

外国語学習支援員 
〇費用弁償 
 ・遠距離通勤 

学校教育支援員 

706千円 

○費用弁償 
 ・遠距離通勤 

学校教育支援員 
○学校教育支援員（33人）  
 ・社会保険料（健康保険、厚生年金、児童手当拠出

賃借料 (株)陸運総合 

281千円 

○外国語学習支援員巡回訪問車両リース料 

(有)八満自動車 

265千円 

○外国語学習支援員巡回訪問車両リース料 

委託料 （株）ﾘﾝｸ・ｲﾝﾀﾗｯｸ 
○英語指導力向上研修業務委託 

(株)石垣ｴｽｴｽ 
○燃料費 

教諭 ○特別旅費 
 ・学力先進地域講師招聘研修 
 ・秋田県教諭 4人 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑥ 石垣市学びの基礎力育成支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育
の推進

担当部課名 教育部　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成28～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容

幼児教育の充実と小学校への円滑な移行を図るため、指定市立幼稚園に学びの基礎力育成支援アドバイザー1名配置、石垣市学びの基礎
力育成支援事業推進委員（34名）への委嘱状交付式並びに年3回の推進協議会の開催、7小学校区内における保幼小連絡協議会の開催、幼
児及び児童との交流会及び合同研修会、保幼小連携講演会の開催、アドバイザーによる施設巡回訪問を実施し、保幼小連携体制の強化を図
る。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,667 1,667

(b)予算現額 1,667 1,794

(c)増減額(b-a) 0 127

(d)繰越額 － －

A．計(b+d) 1,667 1,794

B．執行済額 1,422 1,761

うち交付金充当額 1,137 1,408

次年度繰越額 0 0

幼稚園に学びの基礎力育成支援アドバイ
ザー配置

執行率（％）(B/A) 85.3% 98.2%

予算の状況の説明 増額は、嘱託職員の共済費不足によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

目　標 1名

実　績 1名

石垣市学びの育成支援事業推進協議会開
催

目　標 3回 3回

実　績 3回 3回

達
成
状
況
説
明

・市立幼稚園に支援アドバイザーを1名配置し、保幼小の連携体制を構築するため支援が必要な園を訪問した。
・石垣市学びの基礎力育成支援事業推進協議会を3回開催し、アンケートの課題検証などを行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度 29年度 30年度

目標値
（30年度）

幼小連携実施達成率

目　標 100% 100%

実　績 100% 100%

接続期カリキュラム作成
・アプローチカリキュラム作成　18園
・スタートカリキュラム作成　16校

目　標
18園
16校

18園
16校

実　績
18園
16校

18園
16校

進
捗
状
況
説
明

・全園において、幼小連携及び保幼小連携年間計画のもと地域の実態に応じた互恵性のある交流活動（幼児同士、幼児と児童との交
流）が展開された。
・7小学校内において、年間計画のもと、幼児同士の交流や幼児と児童との交流を通して、お互い顔見知りとなり入学前の安心感に繋
がった。また、交流会後の意見交換会や教職員同士の研修会等を通して、校種間の教育を理解することにつながり、幼児教育の充実
と小学校への円滑な移行が図られた。
・推進協議会及び保幼小連携講演会を開催したことで、育ちと学びを繋ぐ接続期カリキュラムを見直し作成することが出来た。

保幼小連携実施達成率

目　標 90% 90%

【H30成果目標】
小学校に進級した幼稚園児及び保育園児
が不登校になる人数：1人以下

目　標 1人以下

実　績 90% 90%



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・前年度において幼小連携年間計画を作成したことで、地域の実態に応じた
交流活動を行ったことが目標値達成の要因と考えられる。
・7校区内において年間計画のもと、互恵性のある交流活動及び交流会後の
意見交換などを行ったことが目標値達成の要因と考えられる。
・育ちと学びを繋ぐ接続期カリキュラムを見直すため、推進協議会及び保幼
小連携講演会を開催したことでが目標値達成の要因と考えられる。

・幼小連携及び保幼小連携年間計画のもと、各校区内で実施される交流活
動時にはアドバイザーの訪問を進めるとともに、連携から接続へ向けた取
組の強化を図る。
・接続期カリキュラム100％の実現に向け、引き続き学びのアドバイザーに
よる巡回訪問を進めるとともに、保幼小連携体制の強化を図る。

今後の取り組み方針

・平成30年度も幼稚園に学びの基礎力育成支援アドバイザーを1人採用し、本事業の拡大化を図る。また、保幼小連携では、新たに市内大規模校区（1小・１幼・
2保育所）が加わり7校区内から8校区内へと、さらに5歳児保育実施園（5）開園施設（2）等も新たに加わることで、引き続き保育園児及び幼稚園児の小学校への
円滑な移行に取り組む。
・接続期カリキュラム100％の実現に向け、アドバイザーの巡回訪問を強化するととも、幼児教育と小学校教育の接続を更に進めることを目指し、3法令及び小
学校学習指導要領における「幼児期の終わりまでに育ってほしい10の姿」の活用について取り組みを強化する。また、5歳児修了時と1年生の入学時の姿とし
て、保幼小の教師が共有することにより、それそれの教育の指導の改善と内容の充実へ繋げていきたい。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

1,761 1,761 1,408 353 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○嘱託職員の雇用は、公募により選考、採用している。
○事業計画の見直し等を行い事業内容の適正化を図り必
要最小限の予算としている。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、
目的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 

1,761千円 

報酬 

1,440千円 
学びの基礎力育成 

アドバイザー 

1,440千円 

○学びの基礎力育成アドバイザー(1人） H29.4.3～
H30.3.31 
 ・報酬 120,000円/月 

学びの基礎力育成 

アドバイザー 

〇費用弁償 
 ・遠距離通勤 勤務日数×日額 

○消耗品費 
 ・事務用品 

(有)ダイセイ 

17千円 

（株）石垣エスエス 

メイクマン 

○消耗品費 
 ・事務用品 

報償費 

11千円 
講師 大学教授 

11千円 

○保幼小連携講演会講師報償費 
 ・沖縄女子短期大学教授 5,500円/ｈ×２ｈ 

旅費 

63千円 
講師 準教授 

28千円 

○旅費 
 ・保幼小連携講演会講師 
  

共済 

225千円 
学びの基礎力育成 

アドバイザー 

225千円 

○学びの基礎力育成アドバイザー(1人） H29.4.3～
H30.3.31 
 ・社会保険料（健康保険、厚生年金、児童手当拠出金） 

需要費 

22千円 
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効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

進
捗
状
況
説
明

・ICT機器活用率は、小学校全校（20校）の教員を対象に、電子黒板を授業で活用しているかをアンケート調査した結果、活用していると
肯定的な回答が国語96％、算数96％、社会89％、理科93％、平均94％となったことから、電子黒板はデジタル教科書とセットでの活用を
ほぼすべての教員が主要教科において活用している。
・小学校4年生並びに中学校1年生を対象に児童や生徒が授業でのＩＣＴ活用についてどのような評価をしているをサンプル調査を実施し
た結果、小学校4年生で84％、中学校1年生で78％の肯定的評価を得た。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

30年度

実　績
小学校84%
中学校78%

94%

わかる授業の実践（児童生徒の評価）

目　標
小学校50%
中学校50%

31年度
目標値

（30年度）

ICT機器活用率

目　標 90%

実　績

達
成
状
況
説
明

・学校ICT支援員を4名配置し、毎月の計画訪問支援のほか、各校からの要請に応じた支援の実施、教職員を対象としてICT活用研修
（定期研修8回、夏季集中研修9校）を実施した。
・デジタル教科書（中学校英語）については、計画通り全中学校に整備した。
・当初計画では、授業支援システム導入によるタブレットの活用促進であったが、電子黒板が不足する学級における授業実施への影響
や、文部科学省が提示した教育情報セキュリティガイドラインに基づくＩＣＴ環境整備の基盤であるセキュリティ対策の優先性から、授業支
援システムに代えて教育効果の大きい電子黒板の追加整備とセキュリティ対策を実施した。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度

授業支援システムの導入
目　標 導入

実　績 未完了

デジタル教科書の整備（中学校英語）
目　標 整備 整備

実　績 完了 完了

目　標 4名

実　績 4名

予算の状況の説明
・減額は、事業内容の見直しを行い、授業支援システム導入の業務委託を取りやめ、電子黒板の購入を行ったことによ
るものである。
・不用額は、ICT支援員の報酬及び共済費、旅費、車両賃借料の残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

学校ICT支援員の配置　4名

執行率（％）(B/A) 92.3% 84.3% 97.5% 62.2% 98.1%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 34,969 18,670 26,342 17,672 43,011

B．執行済額 43,712 23,338 32,927 22,090 53,764

A．計(b+d) 47,382 27,693 33,778 35,531 54,821

(d)繰越額 － － － － －

27,693 33,778 35,531 54,821

(c)増減額(b-a) 0 ▲ 135 ▲ 24,004 0 ▲ 5,054

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 47,382 27,828 57,782 35,531 59,875

(b)予算現額 47,382

事業内容
ICT機器やデジタル教材の整備、情報教育セキュリティサーバーの導入など市立小学校・中学校の情報教育環境整備を行うほか、情報教育推
進を図るため、学校ICT支援員による授業支援、教材作成支援、機器操作支援、ICT活用研修会等を実施することで、教職員のICT活用指導力
向上、児童生徒の学習意欲や授業参加意識の向上を図ることで、わかる授業の実践を支援する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に対応した
教育の推進

担当部課名 教育部　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

【H30成果目標】
ICT機器を活用した分かりやすい授業が実
施されたか（80％以上）を含め、児童生徒に
対するアンケートにより本事業のあり方を
検証

目　標 80％以上

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑦ 情報教育充実事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。
・嘱託職員の雇用は公募又勤務評価により適切に行ってい
る。その他は、法や条例・規則に基づき、指名競争入札等を
実施し、適正な予算執行を行っている。なお、問題データ
ベースに係る随意契約は、本市が採用する教科書内容に沿
うものであり、他事業社で取扱いが無いほか、市価に比較し
て著しく有利な価格で調達できることによるものである。
・不用率は事業費の5％以内であり、適正な規模であった。
・費目、使途については清算段階で検査を実施し、目的に則
し必要なものであったと判断できる。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

53,764 53,764 43,011 10,753 0

今後の取り組み方針

・教育の情報化推進にかかる施策の周知を図り、学校が組織として情報教育を推進できるように指導主事と連携して教育課程編成や授業改善の指導・助言を行
う。また、ＩＣＴ支援員の巡回訪問支援、各種研修を通じて授業準備（教材作成等）支援を行うことで効率化ＩＣＴを図れるよう支援する。
・児童生徒の興味・関心・授業参加意欲の向上のため、遠隔交流授業やプログラミング、タブレットアプリを活用する出前授業等を実施する。また、教員のＩＣＴ指
導力の育成のため、ＩＣＴ支援員の巡回訪問支援を実施する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・教員のＩＣＴ機器活用の知識と技術の不足、意欲の向上のほか、学校全体
でのＩＣＴ活用に関する授業改善の取り組みに課題がある。また、教職員の
授業におけるＩＣＴ活用推進に関する教材研究や授業改善等、児童・生徒へ
の指導案作成などにおける校内での時間確保が困難な実態に課題がある。
・教員のＩＣＴ活用指導力の育成に加え、ＩＣＴ支援員による出前授業や遠隔
交流授業支援により、児童生徒の興味・関心並びに授業参加意欲の効果が
あった。

・指導主事との連携により教育課程編成及び授業改善を促す。また、授業準
備や教材研究等の効率化を促す。
・今後は協働学習や発表等での情報機器活用が苦手な児童生徒への授業
参加意欲の向上を促す。

石垣市 

53,764千円 

需用費 

3,016千円 

(有)山田書店 

369千円 

○消耗品 
 デジタル教科書（中学校×9校） 
 ・英語2年 NEW CROWN ENGLISH SERIES2 
 ・英語3年 NEW CROWN ENGLISH SERIES3 

報酬 

9,400千円 

共済費 

旅費 

131千円 

学校ICT支援員 

9,400千円 

学ICT支援員 

学校ICT支援員 

74千円 

○学校ICT支援員（4人 H29.4.3～H30.3.31） 

○学校ICT支援員（4人 H28.4.3～H30.3.31)） 
 ・社会保険料（健康保険、厚生年金、児童手当拠出金） 

○費用弁償 
 ・プログラミング教育研修   沖縄市(1人）   
 ・遠距離通勤分 （200円/日額×1人）  

事務用品 
○消耗品 
 ・事務用品 

賃借料 (株)リクソウ 
○学校ICT支援員巡回訪問車両賃貸借（H29.4.3～
H30.3.31) 

石垣ｴｽｴｽ 

69千円 

○燃料費  
 ・学校ICT支援員巡回訪問車両 

職員 

57千円 

○普通旅費 
 ・プログラミング教育研修             沖縄市（1人）   
 ・情報教育セキュリティガイドライン研修 沖縄市(１人） 

東京書籍株式会社 

九州支社 

○消耗品 
 ・学習プリント作成問題データベース 

委託料 

22,766千円 

(株)チエル 

1,296千円 

○校内LAN構築及び中央サーバー設置調査設計業務支援委
託 

備品購入費 (株)オキジム 
○電子黒板追加整備に係る備品調達 
 ・電子黒板 ・書画カメラ 

（株）オキジム 

21,470千円 

○ICT教育環境整備に関する中央サーバー構築及びセキュリ
ティ強化業務委託 
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【H30成果目標】
①外国語講座（英中韓）を受講する市民：100名
以上
②小学校教員採用試験合格者数：10人以上
③中学校教員採用試験合格者数：4人以上

目　標
①100名以上
②10人以上
③4人以上

進
捗
状
況
説
明

・講座の実施回数は、当初計画を大きく上回ることが出来た。。
・英語・中国語の講座受講者数は目標値を大きく上回り、さらに韓国語講座も開催し7名が受講した。
・前期の受講者数は、小学校が目標に若干少なくなったが、中・高・他はほぼ目標どおりの成果となった。
・合格者数は、小学校は目標を大幅にクリアしたが、中・高・他は１人少なかった。
・後期の受講者数は、小学校が目標の約半数となり原因分析が必要である。中・高・他はほぼ目標どおりの成果となった。

実　績
小学校13人

中・高・他32人

後期教員採用試験対策講座受講者数

目　標
小学校25人
中・高・他35

人

実　績
小学校7人
中学校5人

小学校13人
中・高・他6人

前期教員採用試験合格者数

目　標
小学校7人
中学校2人

小学校7人
中・高・他7

人

実　績
小学校22人

中・高・他38人

前期教員採用試験対策講座受講者数

目　標
小学校30人
中・高・他40

人

実　績
英：37名
中：31名

英：2時間19回
中：2時間20回

各言語（英・中）受講者

目　標 25名以上

目標値
（30年度）

各言語（英・中）の授業実施

目　標 2時間10回

実　績

達
成
状
況
説
明

・外国語講座については、英語・中国語の講座を予定通り開催し、さらに韓国語の講座を開催した。
・沖縄本島在の事業者による対策講座（一般・教職教養、専門教科）を23回実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度 29年度 30年度

教員採用試験に向けた各種講座実施
目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

目　標 開催 開催

実　績 開催 開催

予算の状況の説明
減額は、教員採用試験対策講座の業務委託料の減などによるものである。
不用額は、教員採用試験対策講座の塾長の賃金や、外国人観光客向け人材バンク事業の精算等にる残である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

外国語講座の開催

執行率（％）(B/A) 75.8% 79.0%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 6,277 5,696

B．執行済額 7,846 7,121

A．計(b+d) 10,355 9,018

(d)繰越額 － －

9,018

(c)増減額(b-a) ▲ 3,861 ▲ 6,036

32年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 14,216 15,054

(b)予算現額 10,355

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　28年度 29年度 30年度 31年度

教育部　学校教育課
事業実施

（予定）年度
平成28～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容 観光や教育に関し、専門的な技術や知識を持った人材の育成を目的として各種講座を開催する。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑧ 専門人材育成事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（６）－イ

地域づくりを担う人材の育成

担当部課名
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、
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目
・

使
途
の
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評
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評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
・対策講座業務委託は、開講実績のある事業社のうち受託
の意思を示した事業社が１社のみであったころから、随意契
約としている。また人材バンク事業業務委託については、業
務の性質上、継続した契約による成果が期待されるため、公
募型プロポーザル方式で採択した委託事業者との契約を締
結しており、妥当であると考える。
・予算規模、費用・使途に関しては、事業途中や事業完了の
際に受託者と協議・確認し、適正であると確認している。
・受講料やテキスト、資料代は受講者負担としている。
・費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

7,121 7,121 5,696 1,425 0

今後の取り組み方針

・①業者を早めに選定し、会場予約や講師の確保を速やかに行い、計画的に講座を実施できるよう取り組む。
・②現場のニーズを把握し講座内容の充実を図り、受講者の拡大に努める。また、受講者の中から講師となるものが育つなど、継続して事業が実施できる体制を
構築し、観光従事者のみならず、ボランティア育成など島全体の外国語対応能力の底上げを図る。
・③今後も実績のある沖縄本島の業者に業務委託し対策講座を開講するとともに、各学校へのポスター配付、新聞広告やホームページ等での広報を図り、口座
の周知を図る。
・④受講生のニーズを踏まえて、引き続き講座内容の充実と、仲間と切磋琢磨して学べる環境の確保等に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・①人件費高騰などにより語学能力を持つ講師人材の確保や駐車場完備の
会場確保が年々困難となってきており、本事業を取り巻く環境は厳しくなって
いる。
・②増加の一途をたどる外国人観光客への対応と満足度を高めるため、多
言語案内ができる観光業従事者の人材育成が必要である。
・③小学校の前期及び後期の対策講座受講者数が目標に届かなかった要
因としては、対象者への周知不足が考えられる。
・④多くの合格者を輩出できた要因としては、年間20回を越える講座の開設
により、最新の情報を得たり、仲間と切磋琢磨して勉強したりする環境が整っ
たことが考えられる。

・①会場予約や講師の確保を速やかに行えるよう、業者選定を早めに実施す
る。
・②現場のニーズに即した講座内容とすることにより、受講者の人数増大を
図る。
・③ホームページや新聞広告、学校への依頼文やポスター等による周知活
動を充実させ、講座受講者数の増に繋げる。
・④引き続き年間20回以上の講座を開設するとともに、受講生のニーズに
沿ったプログラムを提供する。

石垣市 

7,121千円 

賃金 

1,110千円 
塾長 

1,110千円 

○教員採用試験対策講座塾長(1人）H29.4.3～H30.3.31 

委託料 

5,748千円 
（有）沖縄教育ｶﾚｯ

ｼﾞ 

675千円 

〇平成29年実施教員採用試験直前対策講座業務委託 
〇平成30年実施教員採用試験対策講座業務委託 

共済費 

252千円 
塾長 

252千円 

○教員採用試験対策講座塾長（1人） 
 ・社会保険料（健康保険、厚生年金、児童手当拠出金） 

需用費 

11千円 
合同会社トーセンド 

11千円 

○消耗品費 
 ・事務用消耗品  

NPO法人 

八重山美ら島塾 

5,073千円 

○外国人観光客向け観光人材バング事業業務委託 
  



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

リファー（他機関へのつなぎ）については、89％⇒71％へ減少したが、目標値は達成した。
相談件数（総数）は、平成28年度46件から平成29年度24件と半減したが、相談回数（延べ）は314回⇒370回と増えており、1件あたりの相
談回数は増加傾向にある。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

30年度
目標値

（　年度）

相談件数に占めるリファーの割合

目　標 70% 70%

実　績

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
28年度 29年度

89% 71%

作成・配布 作成・配布 作成・配布

達
成
状
況
説
明

・石垣市教育委員会教育部いきいき学び課青少年センター内に子ども若者相談員を2名配置（増員）した。
・石垣市子ども・若者支援地域協議会（代表者委員会議・実務者委員会議）を合計6回開催し、関係機関との事例検討や情報交換等連
携を強化を図った。
・「石垣市子ども若者個別相談会」を年4回開催し、広報啓発活動と併せ広く市民への周知を図った。
・スーパーバイザーを配置し、相談・支援に関する指導助言（年度内11回）を受けながら相談・支援業務を実施した。
・子ども若者相談窓口の広報啓発活動として、リーフレット及び名刺カードを作成し、小学校6年生・中学校3年生・高校3年生（小中高卒
業生）を対象に全児童生徒へ配布した。

14回 13回 11回

広報啓発：随時
目　標 作成・配布 作成・配布 作成・配布

実　績

4回 4回

スーパーバイズ
目　標 6回 6回 6回

実　績

6回

個別相談会
目　標 4回 4回 4回

実　績 4回

代表者委員会議：年2回
実務者委員会議：年4回

目　標 6回 6回 6回 6回

実　績 6回 6回 6回

目　標 1名 1名 1名 2名

実　績 1名 1名 1名 2名

予算の状況の説明
執行残は、スーパーバイザーの来所スケジュールの変更（1泊2日→日帰り）に伴う、報償費及び特別旅費などによるも
のである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

子ども若者相談員の配置

執行率（％）(B/A) 75.5% 84.7% 90.6% 93.1%

次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 1,631 2,581 2,978 4,700

B．執行済額 2,039 3,227 3,722 5,875

A．計(b+d) 2,702 3,808 4,107 6,312

(d)繰越額 － － － －

3,808 4,107 6,312

(c)増減額(b-a) ▲ 720 0 0 ▲ 831

30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 3,422 3,808 4,107 7,143

(b)予算現額 2,702

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　26年度 27年度 28年度 29年度

教育部　いきいき学び課
事業実施

（予定）年度
平成26～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
石垣市に居住する社会生活を円滑に営むうえで困難を有する子ども若者の自立に向け、総合相談窓口を開設してワンストップ相談対応を行うほ
か、関係機関で構成する「石垣市子ども若者支援地域協議会」の円滑な運営及び支援機関の連携を図り、包括的、継続的な相談並びに支援等
の体制を整備する。また、常に実態やニーズの把握に努め、適切な相談並びに支援体制の整備を図る。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑨ 子ども若者総合相談センター地域協議会運営事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（１）－ア

地域を大切にし、誇りに思う健全
な青少年の育成

担当部課名



○パンフレット等の印刷は複数業者からの見積り徴収によ
り、業者を決定しており、適正であった。
○不用額は、旅行日程の変更等に伴うものであり、適正で
あったと考えている。
○費目・使途については、事業目的達成の観点から必要な
経費であり、額の確定時において支出等に関する書類によ
り確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

5,875 5,875 4,700 1,175 0

今後の取り組み方針

・平成29年度の相談件数半減にともない、平成30年度は経験の長い相談員を配置し相談体制の強化に取り組む。
・子ども・若者支援地域協議会の構成団体（民間支援団体）と更なる民間支援団体の掘り起こしや、協力関係、連携を強化するとともに、相談窓口業務の民間委
託について調査検討を行う。
・独自のホームページ作成やメール相談、SNS等の活用について調査し、相談形態の検討を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・子ども若者相談員の入れ替わり等により、安定した相談体制を築くことがで
きなかったことが、相談件数が減少した要因として考えられる。
・本市は、子ども若者（特に中学卒業後）を支援する公的機関や民間の支援
団体等の社会資源が乏しい。その為、子ども若者（特に中学卒業後）を対象
とした相談窓口の設置、不足する支援機関・団体の開拓や育成が必要であ
る。また、民間支援団体の掘り起こしや育成を図るとともに、相談窓口業務
の委託の検討が必要である。
・相談会の開催を、ホームページやパンフレット・新聞等で広報したことによ
り、市民への認知度も上昇し、相談会への来場者数も安定してきた。

・安定した相談体制を構築するため、経験年数の長い職員を子ども若者相談
員として配置する。
・子ども若者支援に関わる民間支援団体の掘り起こしや、既存の民間支援団
体との連携強化を図る。
・現在実施している来所（相談会含む）・電話・訪問相談以外の相談形態につ
いて検討する。

 石垣市 
 5,875千円 

報酬 
3,960千円 

共済費 

585千円 

報償費 

182千円 

旅費 
324千円 

事務費 

824千円 

 ○子ども若者相談員 ２名 （嘱託） 
 

 ○子ども若者相談員 ２名 （嘱託） 

 ○スーパーバイザー １名 （委嘱）  

 ○子ども若者相談員 県内研修旅費 
 ○スーパーバイザー 特別旅費（招聘） 

 ○役務費、需用費、使用料及び賃借料 

     委託料、備品購入費 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

進
捗
状
況
説
明

平成28年度からの継続支援件数8件を含めた19件の支援を実施した。学習支援や他校への編入手続き等のサポート、ハローワーク同
行等の就労支援により11名が進学や学校復帰、就労へとつながった。
その他、関係機関への支援引継ぎ等が5件、平成30年度支援継続が3件となっている。

実　績 10名 4名 4名

若者の自立（就労等）

目　標 2名 2名 2名

実　績 2名 4名 7名

児童生徒の学校復帰

目　標 2名 2名 2名

達
成
状
況
説
明

石垣市教育委員会教育部いきいき学び課青少年係（青少年センター）内にユースアドバイザー3名を配置した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（30年度）

目　標 3名 3名 3名 3名

実　績 3名 3名 3名 3名

予算の状況の説明 事業計画通りに予算を執行した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

ユースアドバイザーの配置

執行率（％）(B/A) 97.6% 94.0% 89.6% 97.3% 98.5%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 6,667 6,440 5,867 6,423 6,551

B．執行済額 8,334 8,050 7,334 8,028 8,190

A．計(b+d) 8,543 8,561 8,187 8,251 8,311

(d)繰越額 － － － － －

8,561 8,187 8,251 8,311

(c)増減額(b-a) ▲ 20 0 ▲ 13 0 ▲ 618

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 8,563 8,561 8,200 8,251 8,929

(b)予算現額 8,543

事業内容
不登校、ひきこもり等の児童・生徒及び社会生活を営む上で困難を有する若者の自立支援のため、ユースアドバイザーを配置し支援体制を整備
する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度

第３章－５－（１）－ア

地域を大切にし、誇りに思う健全
な青少年の育成

担当部課名 教育部　いきいき学び課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

【H30成果目標】
児童生徒の学校復帰及び若者の就学・就
労　7名以上

目　標 7名以上

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7-⑩ ユースアドバイザー事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所



・支出先の選定について、旅費は事前予約等により必要最
小限の支出に努めるなど、適正であった。
・不用額は事業費の5％以内であり、適正な規模であった。
○予算規模、費目・使途については、事業目的達成の観点
から必要な経緯費であり、額の確定時において支出等に関
する書類により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

8,190 8,190 6,551 1,639 0

今後の取り組み方針

・内閣府及び県主催の研修等への参加及び支援ケースに関わる勉強会を係内において実施する。
・支援担当者の変更については、可能な限り主担当・副担当のいずれか1名のみの変更とする。
・係内におけるケース会議において、支援⇒終結⇒見守りまで含めた支援計画書となっているか確認を行う。
・精神疾患や発達障害等が疑われる被支援者の支援計画書を作成する際は、スーパーバイザー（子ども若者相談窓口）の助言・指導を受ける。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・志望校の選定や高校の編入手続き等、本人の希望と支援内容が合致した
ことなどによりスムーズに支援が進み、結果として成果目標を大きく上回る数
値となった。
・不登校やひきこもりが長期化している場合、学校復帰や社会復帰に相当の
時間を要するケースが多く見受けられる。
・学校復帰や就労等により終結となったケースについても、元の状態に戻ら
ないよう一定期間、見守りやサポートの継続が必要である。
・精神疾患や発達障害等が疑われる被支援者の対応ついて、個人（相談員）
依存や暴力行為等による支援員の被害や支援現場の混乱を防ぐため、医師
や臨床心理士等の所見を確認した上で慎重な対応が求められる。

・被支援者の希望や目標に沿った支援が行えるよう、研修や勉強会等による
支援員個々のスキル向上を継続的に図っていく。
・年度を跨ぐなど、長期にわたる支援を行う際は、被支援者及び支援員相互
の信頼関係が崩れないよう、担当者変更等は慎重に行う。
・支援⇒終結⇒見守りまでの一連の流れを組み込んだ支援計画書の作成を
心掛ける。
・精神疾患や発達障害等が疑われる被支援者については、支援計画書作成
時に医師や臨床心理士等の助言・指導を受ける。

石垣市 
 8,190千円 

報酬 

6,333千円 
 ○ユースアドバイザー嘱託員 ３名 

共済費 

959千円 

旅費等 

146千円 

事務費 

752千円 

 ○ユースアドバイザー嘱託員 ３名 

 ○ユースアドバイザー 県内研修旅費 

 ○使用料及び賃借料、役務費、需用費 
    委託料 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

進
捗
状
況
説
明

目標値70％以上に対し、97％（166人/172人）の保護者が家庭学習の習慣化に寄与しているとの回答であった。
保護者の満足度は高くなっていることから、児童の自発的な学習への意欲が向上していると考えられる。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

28年度 29年度

97% 89% 97%

目標値
（　年度）

アンケートを実施し、この事業が家庭学習
の習慣化に寄与しているという回答

目　標 70%以上 70%以上 70％以上

実　績

達
成
状
況
説
明

市内のスポーツ少年団に事業への参加呼びかけを行った。
主に前年度に参加していた団体が継続して活動に参加している。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度

目　標 14団体以上 16団体以上 24団体以上 15団体以上

実　績 18団体 21団体 16団体 15団体

予算の状況の説明
減額は、委託料と消耗品費が当初よりも必要額が少なくなったことによるものである。
不用額は、2～3月の活動回数が少ない団体があったことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

事業実施団体数

執行率（％）(B/A) 99.3% 94.9% 71.1% 80.1%

次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 1,056 2,019 1,794 1,365

B．執行済額 1,321 2,524 2,243 1,707

A．計(b+d) 1,330 2,659 3,153 2,131

(d)繰越額 － － － －

2,659 3,153 2,131

(c)増減額(b-a) 0 0 0 ▲ 369

30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,330 2,659 3,153 2,500

(b)予算現額 1,330

事業内容
スポーツ少年団父母会、ＰＴＡ有志、退職教員、将来教職を目指している高校生ボランティア等の協力を得て、学校の授業終了から部活動が始
まるまでの隙間時間及び長期休暇等を利用した学習支援活動を行い、授業に対する予習・復習や家庭学習の習慣化を促進し、本市児童の学力
向上に資する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　26年度 27年度 28年度 29年度

担当部課名 教育部　いきいき学び課
事業実施

（予定）年度
平成26～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑪ 冠鷲プロジェクト地域・家庭教育支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育の
推進



ー 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 〇事業の趣旨が終業から部活動の開始時間までを学習時
間として父母が学習を見守るというものであることから、選定
は適切であると考える。
〇活動目標の達成を目指すうえで適正な規模だと考える。
〇費目・使途については、適宜確認の上支出を行った事か
ら適正であると考える。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

真喜良サンウェーブ父母会

平真小学校ミニバスケットボール父母会

平真小学校マーチングレインボー父母会

石垣市シルバー人材センター

平久保地域学習教室

新栄町婦人会

八島マリンズ父母会

石垣小学校男子バスケットボール部父母会

石垣小学校女子バスケットボール部父母会

新川ドルフィンズ父母会

新川小学校女子バレーボール父母会

新川小学校女子バスケットボール部父母会

委託料 学習支援事業委託 名蔵ファイターズ父母会

1,629千円 1,629千円 八島ストライカーズ父母会

12千円 12千円 12千円

役務費 通信運搬費 Ｊショップ　てとて 切手

消耗品費 合同会社トーセンドー 消耗品

29千円 29千円

石垣市
1,707千円

需用費 印刷製本費 ノードプレス 平成29年度

66千円 37千円 37千円 冠鷲プロジェクト（地域家庭支援事業）報告書

1,707 1,707 1,365 342 0

今後の取り組み方針

石垣市放課後子ども総合プランを策定したことにより、今後は地域学校協働活動推進事業に重点を置くため冠鷲プロジェクトを終了する。
平成30年度より全ての小・中学生を対象に、地域住民の参画により放課後の居場所を確保し、地域ぐるみの青少年健全育成を目指す。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

継続的に活動を行ってきたことにより、活動自体が日常化され、その結果が
児童の学習意欲の向上や事業に参加した保護者等の高評価に繋がったの
ではないかと考えられる。

事業の本質はより多くの児童に家庭学習の習慣化を図り、学力向上を目指
すものであることから、より多くの団体に参加を促す。

学習支援チームまいふなー



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
異文化に触れることで交流した児童の視野
が広がったか（80％以上）を含め、派遣した
生徒の保護者へのアンケートにより本事業
のあり方を検証

目　標 80％以上

進
捗
状
況
説
明

台湾蘇澳鎮との交流においては、引率を含め25名を派遣、岩手県北上市との交流においては、引率を含め24名（引率者を1名減）を派
遣することができ、生徒20名が交流するという目的を達成することが出来た。

実　績 24名

25名

岩手県北上市との交流　25名（引率含む）

目　標 25名

目標値
（30年度）

台湾蘇澳鎮との国際交流　25名（引率含
む）

目　標 25名

実　績

達
成
状
況
説
明

台湾蘇澳鎮との交流においては、受入及び派遣の相互交流、北上市との交流においては、派遣による交流を実施することができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

岩手県北上市との交流

目　標 実施

実　績 実施

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

予算の状況の説明 減額は、蘇澳鎮派遣の旅費が当初見積もりよりも低くなったことなどによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

台湾蘇澳鎮との国際交流

執行率（％）(B/A) 86.9% 98.5%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 1,646 3,615

B．執行済額 2,058 4,520

A．計(b+d) 2,367 4,591

(d)繰越額 － －

4,591

(c)増減額(b-a) ▲ 2,241 ▲ 2,505

32年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 4,608 7,096

(b)予算現額 2,367

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

28年度 29年度 30年度 31年度

教育部　いきいき学び課
事業実施

（予定）年度
平成28～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
国内をはじめ、アジアや、世界の人々との交流をすることにより、次代を担う国内外で活躍できる人材の発掘と、将来、本市の活性化の核となる
人材の育成を図る。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑫ 石垣市小学生・中学生教育交流事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に対応した
教育の推進

担当部課名



・支出先の選定については本市財務規則に基づき、見積もり
合わせ等によって行い、妥当であったと考える。
・不用額は事業費の5％以内であり、適正な規模であったと
考える。
・費目、使途については、精算段階で検査を実施しており、
目的に即し、必要なものであったと考える。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

4,520 4,520 3,615 905 0

今後の取り組み方針

・台湾、北上との両交流とも、実行委員会の立上げを早期に行い、事業参加者の募集や対象となる小中学生の選定、交流内容検討など、スムーズな事業運営を
図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・台湾側と石垣市側の学期制度の兼ね合いもあり、年度開始2ヵ月後にあた
る6月に受入と派遣を実施することとなり、短期間であったため参加者の決定
に課題が残った。
・北上市派遣においては、予定通り生徒20名を派遣し交流を図ることができ
た。

・台湾交流において、参加者募集を早い時期から行う。
・北上市派遣については、交流内容を踏まえ適切な引率人数に適宜見直しを
行う。

石垣市 
4,520千円 

 

旅費 
4,286千円 

需用費 
172千円 

役務費 
62千円 

沖縄ツーリスト 
1,954千円 

国際旅行社 
2,332千円 

印刷製本費 
151千円 

消耗品費 
20千円 

通信運搬費 
2千円 

筆耕翻訳費 
60千円 

富川印刷 
151千円 

オキジム 
9千円 

シーシーアール 
9千円 

トーセンド 
3千円 

Ｊショップ「てとて」 
2千円 

通訳者 
60千円 

 
体験学習報告書 

 
Ａ4用紙、インク 

 
インクパック 

 
ＵＳＢメモリ 

 
報告書郵送用切手 

 
台湾派遣通訳料 



( ） （ （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑬ 姉妹都市カウアイ郡中学生派遣事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、社会情勢に対応した
教育の推進

担当部課名 市民保健部　市民生活課
事業実施

（予定）年度
平成27～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－(1)

事業内容

姉妹都市ハワイ州カウアイ郡へ市内の中学生を派遣し、国際性豊かな人材育成を図る。現地の学校での授業体験やホームステイ、パールハー
バー視察等により、英語力の向上を目指すとともに国際交流や異文化体験、平和学習の機会を与える。
また、この体験を報告書等にまとめ配布することで、離島という限られた地域・文化の中で生活している同世代の児童生徒を中心に、国際交流
や多文化共生の大切さについて考える機会を与える。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,417 1,618 1,921

(b)予算現額 1,417 1,618 1,615

(c)増減額(b-a) 0 0 ▲ 306

(d)繰越額 － － －

A．計(b+d) 1,417 1,618 1,615

B．執行済額 1,410 1,546 1,608

うち交付金充当額 1,128 1,237 1,286

次年度繰越額 0 0 0

執行率（％）(B/A) 99.5% 95.6% 99.6%

予算の状況の説明 減額は旅費が当初計画を下回ったことによるものであり、計画どおり執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

中学生カウアイ郡派遣

目　標 3名派遣 3名派遣 3名派遣

実　績 3名 3名 3名

派遣報告書作成

目　標 2,000部作成 2,000部作成 作成

実　績 2,000部 2,000部 作成

達
成
状
況
説
明

中学生カウアイ郡派遣者数（3名）、派遣報告書作成（2,000部）ともに、目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（30年度）

派遣後、子どもに変化があったと答えた保
護者の割合

目　標 100% 100% 100%

実　績 100% 100% 100%

派遣報告書を見て、英語や外国に以前より
興味を持った生徒の割合

目　標 70% 70% 70%

実　績 71% 72.0% 73.5%

進
捗
状
況
説
明

・派遣後、子どもに変化があったと答えた保護者の割合については、アンケートの結果、目標である100％を達成した。
・英語や外国に以前より興味を持った生徒の割合については、アンケートの結果、73.5％となり目標である70％を達成した。

【H30成果目標】
国際交流を通して生徒の国際的な視野が
広がったか（80％以上）を含め、派遣した生
徒の保護者へのアンケートにより本事業の
あり方を検証

目　標 80％以上



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・外国への派遣となるため、生活習慣や文化の違いから問題が起こる可能
性がある。
・毎年、派遣報告書を市内全中学生に配布し、アンケート調査を行うことで、
カウアイ派遣事業の効果を検証できている。

・事前に外国の生活習慣や文化など、日本と異なることを理解する機会を設
けるように努める。
・アンケート調査に、報告書に関する項目を追加することで更なる派遣報告
書の充実につなげる。

今後の取り組み方針

・派遣者だけでなく、派遣者の保護者に対しても、事前オリエンテーションなどで文化、歴史、マナーなどを学ぶ機会を設ける。
・派遣報告書を作成し、市内全中学生に配布し、他者との情報共有を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

1,608 1,608 1,286 322 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○支出先の選定について、旅費は事前予約を行う等により
必要最小限の支出としており、妥当であった。
○不用額は事業費の5％以内であり、適正な規模であった。
○費目・使途については、事業目的達成の観点から必要な
経費であり、必要最低限となっている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

石垣市 
1,608千円 

旅費 
1,451千円 

需用費 
144千円 

使用料及び賃借料 
12千円 

派遣及び引率 

消耗品費、印刷製本費 

真珠湾ミュージアム入館料 



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
スポーツ教室を通して生徒の視野が広
がったか（80％以上）を含め、参加者への
アンケートにより本事業のあり方を検証

目　標 80％以上

進
捗
状
況
説
明

・スポーツ教室事業の部員増は、目標の20％は下回ったものの増加となった。指導者講習会は昨年度まで5回の実施であっ
たが、今年度は10回に回数を増やすことができ、練習内容だけではなく、メンタルケアやフィジカルケア等の講習をすること
ができた。
・スポーツ交流事業は、異文化に興味を持ちさらに郷土の文化の素晴らしさを感じた団員は100％となった。

実　績 100%

5％
育成

他見青少年と生活を共にする中80％以上
が異文化に興味を持ちさらに郷土の文化
の素晴らしさを感じる交流とする

目　標 80%

目標値
（　年度）

競技者の底辺拡大（部員増20％・指導者
育成）

目　標
20％
育成

実　績

達
成
状
況
説
明

・駅伝教室が学校行事等と重なり、10回（19教室）の実施であった。バレーボール教室は、当初計画通り10回（20教室）の実
施であった。
・スポーツ交流事業は、北海道稚内市より12名の団員を受け入れ、民泊やスポーツ（バレーボール）を通して交流を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

友好都市スポーツ交流事業（団員）13名、
リーダー1名、指導者3名）

目　標
事前調査

受入

実　績 実施

目　標 教室実施

実　績 実施

予算の状況の説明 減額や不用額は、航空機代の変動等によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

スポーツ教室（2種目）各10回（1回2教室）

執行率（％）(B/A) 96.6% 90.8% 84.0% 91.3%

次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 2,722 2,119 3,504 2,089

B．執行済額 3,403 2,649 4,380 2,612

A．計(b+d) 3,521 2,916 5,212 2,860

(d)繰越額 － － － －

2,916 5,212 2,860

(c)増減額(b-a) ▲ 2,360 ▲ 229 ▲ 1,299 ▲ 435

30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 5,881 3,145 6,511 3,295

(b)予算現額 3,521

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　26年度 27年度 28年度 29年度

企画部観光文化スポーツ局
スポーツ交流課

事業実施
（予定）年度

平成26～30年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－３－（１）

事業内容
離島における競技スポーツのハンディーを克服するため、トップアスリートとしての経験を有する優れた指導者を招聘し、高温多湿
の独特の気候の中での効果的かつ効率的な練習法の確立と競技者の人材育成を行う。また、県外市町村の青少年と民泊及びス
ポーツ交流を行う。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑭ いきいきスポーツ活動助成事業 沖縄２１世紀ビジョ
ン

基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－イ

豊かな心とたくましい体を育
む教育の推進

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○講師については、知識・経験を考慮して選定してお
り、適正である。
○不用額は、旅費の低減化に取り組んだ結果であ
り、適正である。
○スポーツ交流事業の受益者負担は2割であり妥当
である。
○事業目的に即した費目であり、適切に使用されて
いる。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

バレーボール教室報償費
290千円

石垣市講師謝礼金支払基準
規定

補助金
160千円

友好都市スポーツ交流事業
実行委員会

160千円
交流事業実施に係る補助

バレーボール教室旅費
1,031千円

宮崎→石垣（10往復）

報償費
575千円

駅伝教室報償費
285千円

石垣市講師謝礼金支払基準
規定

石垣市
2,612千円

旅費
1,877千円

駅伝教室旅費
846千円

東京→石垣（10往復）

2,612 2,612 2,089 523 0

今後の取り組み方針

・教室開催については、行事等と重ならないよう早めの日程調整に取組むとともに、現在は中学生・高校生が主な参加者となっているが、競技の底
辺拡大のために小学生の参加を増やしていく。また、指導者講習会については、指導者の知りたい内容を把握して取り入れることにより、講習会の
質を上げ、より良い指導者育成に取組む。
・スポーツ交流事業では、沖縄県の離島である本市の青少年が広大な北海道の生活や文化に興味関心を持てるよう事前学習会等を行い、また事業
に参加することにより、見えにくかった地元の素晴らしさを感じ、誇りに思えるように努める。また、急な天候不良にも対処できるようスケジュールの見
直し等に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業
費

交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・教室開催については、地区大会・学校行事等が重なり、開催日程調整
が難航した。また、指導者講習会の回数は10回に増やすことができた
が、指導者育成のためには参加人数の増加も必要である。
・スポーツ交流事業ではお互いの文化、生活、気候風土に関心を持ち、
地元の子どもたちだけでは気づかない石垣の良さを感じることができた
が、台風の影響もあり、スケジュール変更を余儀なくされる面もあった。

・教室開催については、行事等と重ならず、なるべく多くの児童生徒
が参加できるよう早めの日程調整に取組み、これまで以上に周知等
にも力を入れる。また、指導者講習会は指導者にアンケートを取り、
講師の教えたい内容だけではなく、指導者の知りたい内容も把握し人
数増加に繋げる。
・スポーツ交流事業では、ホームステイ先の家族と過ごす時間を多く
して欲しいとの声があったことと、急な天候不良にも対処できるようス
ケジュールの見直しを図る。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

・全国の離島より24チームが参加し、全国離島交流中学生野球大会を開催することができた。
・参加生徒の感想文により、離島への興味関心と新たな郷土愛が持てたことを確認した。

実　績 100%

他の環境の生徒と交流することで、郷土
愛、他の離島への興味関心を考える場と
なったとした参加生徒の割合100％

目　標 100%

実　績 開催

全国離島交流中学生野球大会の開催

目　標 開催

達
成
状
況
説
明

大会を開催することにより、少年少女の夢作づくり、コミュニティー醸成、郷土愛醸成ができた。また、離島のＰＲ・情報発信
につながり離島への関心を高めた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明 増額は、夏季休暇期間中の大会開催となるため、航空機代が当初計画を上回ったことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

全国離島交流中学生野球大会への支援

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 49,878

B．執行済額 62,348

A．計(b+d) 62,349

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) 22,349

33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 40,000

(b)予算現額 62,349

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度

企画部観光文化スポーツ局
スポーツ交流課

事業実施
（予定）年度

平成29年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－３－（１）

事業内容 全国の離島の中学生が一堂に会し、野球を通じて交流を行い、人間形成や地域振興への寄与を行う。

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－⑮ 全国離島交流中学生野球大会 沖縄２１世紀ビジョ
ン

基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－イ

能力を引き出し、完成を磨く
人づくりの推進

担当部課名



○補助金交付対象を交付要綱にて定めおり、妥当で
ある。
○不用額は、事業費の5％以内であり適性な規模で
あった。
○補助対象は、宿泊費及び旅費の一部に限定して
おり、受益者負担もあるため、妥当であると考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施して
おり、目的に即し、必要なものであったと判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

〇 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。

62,348 62,348 49,878 12,470 0

石垣市
62,349千円

補助金

62,349千円

第10回全国離島交流中学生
野球大会実行委員会

62,349千円

〔　　航空機代、宿泊費代
〕

今後の取り組み方針

引き続き全国離島交流中学生野球大会を通して、離島の振興に寄与するとともに、生徒が郷土愛を持ち、他の離島への興味関心を考える機会の創
出を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業
費

交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

全国の離島で開催される大会であるため、それぞれの離島の文化・風
土・生活に触れることができ、様々なことに興味関心を持つ機会となる。

全国離島交流中学生野球大会終了後の提出された感想文を新聞等
に掲載し、多くの方々に共有してもらい、興味関心について考える機
会とする。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　□後年度（　　年度）

市町村名 石垣市

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

8－② 国際線定期便誘致事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－イ

市場特性に対応した誘客活動の
展開

担当部課名 観光文化スポーツ局　観光文化課
事業実施

（予定）年度
平成24～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－７

事業内容
新石垣空港国際線施設を活かした就航路線の増便及び定期便化を実現するため、台湾、韓国、香港等の東アジア圏域を主な開拓市場とし、ま
た台湾以遠の各国も視野に入れたキャリアセールス及び海外誘客プロモーションを行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 12,764 12,460 20,000 27,140 14,100

(b)予算現額 11,514 12,880 20,000 22,220 11,624

(c)増減額(b-a) ▲ 1,250 420 0 ▲ 4,920 ▲ 2,476

(d)繰越額 － － － － －

A．計(b+d) 11,514 12,880 20,000 22,220 11,624

B．執行済額 11,040 12,273 19,875 18,069 7,029

うち交付金充当額 8,831 9,817 15,072 14,455 5,479

次年度繰越額 0 0 0 0 0

執行率（％）(B/A) 95.9% 95.3% 99% 81.3% 60.5%

予算の状況の説明
減額は、委託費等が当初見積もりより下回ったことによるものである。
不用額は、事業計画の見直しにより香港におけるPRイベントを取りやめたことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

28年度 29年度 30年度 31年度

石垣島誘客イベント等プロモーションの実
施

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

アジアゲートウエイ交流戦の実施

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

達
成
状
況
説
明

・キャリアセールスについては、県と連携した取組みができず未実施であった。
・香港での誘客PR事業や、石垣島誘客イベントは未実施となったが、アジアゲートウエイ交流事業に係るツアー造成に係る観光PRを9月
に台湾で実施した。また、2月のツアー客来島時には、お楽しみ企画を実施し、特産品の認知度向上に繋がった。
・アジアゲートウエイ交流戦は、例年同様に実施し、ツアー客86名が来島した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（　年度）

台湾路線における就航回数の前年比増

目　標 増加 増加

実　績 3％増 0%

香港路線における通年就航

目　標 通年就航

実　績 通年就航

進
捗
状
況
説
明

・台湾路線における就航状況については、平成28年度と状況に変化は無く、冬場はチャーター便のみの就航となっている。
・香港エクスプレスは通年就航し、さらに夏場は週5便から週6便へ増加した。

キャリアセールスの実施

目　標 実施

実　績 未実施



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・冬場の利用希望者が少ないため、チャーター便のみの就航となっている。
・香港ー石垣便が好調で、香港エクスプレス側からは中型機の就航希望が
ある。

・冬場の新たなコンテンツ造成や魅力の掘り起こし、本市の認知度を上げる
ための誘客PRの実施、情報発信を様々な手法で行う。
・県及び空港ターミナル会社へ要請を行い、中型機の就航実現を図る。冬
様々な統計データから行動パターンや国籍による違いや好みなどを分析し、
観光誘客に繋げる。

今後の取り組み方針

・冬場の観光客の落ち込みが長年の課題であるが、新たなコンテンツの造成、魅力の掘り起こしによる平準化に努め、国際線の安定就航化に繋げる。今後は観
光誘客PR事業の一環として国際線の誘致、安定就航化に努める。
・台湾や香港現地での観光イベントへの出展や、WEB上での情報発信、航空会社の媒体を使った宣伝、モニターツアー等、あらゆる手法を駆使して、観光誘客を
図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

7,029 6,850 5,479 1,371 179

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託は、業務内容に応じて最適な業者を選定しており、妥
当である。
○事業計画の見直しにより減額等を行ったが、その他につ
いては適正であったと考えている。
○費目・使途は事業目的に即し、必要最小限及び効果的に
執行している。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

株式会社ＳＨＩＭＡＮ－ＣＨＵ ＲＥＰＵＢＬＩＣ 
333千円 

県内（2名）、海外（2名） 

通信運搬費、手数料 
事務費 

29千円 

石垣市 

6,850千円 

委託料 

6,444千円 

大高熊育樂股扮有限公司 
6,000千円  冬季交流基盤創出にかかる招聘 

 日本フェスタ出展観光PR業務委託 

アジアゲートウエイ交流戦石垣ツアープ
レゼント企画業務 

旅費 

377千円 

株式会社ＳＨＩＭＡＮ－ＣＨＵ ＲＥＰＵＢＬＩＣ 
111千円 

（交付対象外経費）179千円 


